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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１. 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．当期純利益及び１株当たり当期純利益における△は損失を示しております。 

３．第48期及び第49期並びに第50期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。また、第47期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、１株当たり純損失が計上されて

おり、潜在株式も存在しないため記載しておりません。 

４．第47期の株価収益率は、１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。また、自己資本

利益率は当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

５．当社は連結子会社であったアイティピクチャー株式会社を平成19年１月１日に合併し、当連結会計年度末で

は連結子会社が無いため、第51期の連結経営指標等の一部については記載しておりません。 

回次 第47期 第48期 第49期 第50期 第51期 

決算年月 平成15年４月 平成16年４月 平成17年４月 平成18年４月 平成19年４月 

売上高（千円） 6,710,964 7,305,035 8,300,992 8,399,839 8,707,147 

経常利益（千円） 74,713 210,424 201,883 129,177 161,856 

当期純利益（千円） △216,146 216,390 175,654 97,011 137,368 

純資産額（千円） 1,357,633 1,672,505 1,786,694 1,895,188 2,199,753 

総資産額（千円） 6,020,503 5,974,831 6,463,993 4,840,985 － 

１株当たり純資産額（円） 385.95 475.46 507.93 538.77 554.38 

１株当たり当期純利益（円） △61.44 61.51 49.94 27.57 38.47 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － 23.81 

自己資本比率（％） 22.5 28.0 27.6 39.1 － 

自己資本利益率（％） － 12.9 9.8 5.2 6.7 

株価収益率（倍） － 8.6 9.3 14.9 12.0 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△371,435 564,172 △329,693 718,995 △171,614 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
96,089 △16,929 20,560 624,087 63,087 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
203,780 △503,978 180,939 △1,748,436 235,141 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
837,398 871,723 730,124 332,718 491,022 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数)(人) 

76 

(4) 

85 

(2) 

97 

(41) 

99 

(29) 

－ 

       (－) 



(2）提出会社の経営指標等 

  （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．当期純利益及び１株当たり当期純利益における△は損失を示しております。 

３．第48期及び第49期並びに第50期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。また、第47期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、１株当たり純損失が計上されて

おり、潜在株式も存在しないため記載しておりません。 

４．第47期の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向は、当期純損失が計上されているため記載しておりませ

ん。 

５．第51期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第47期 第48期 第49期 第50期 第51期 

決算年月 平成15年４月 平成16年４月 平成17年４月 平成18年４月 平成19年４月 

売上高（千円） 6,650,543 7,187,898 7,986,245 8,301,812 8,659,049 

経常利益（千円） 55,858 200,226 151,684 94,244 159,895 

当期純利益（千円） △221,119 212,822 158,199 89,448 172,052 

資本金（千円） 954,798 954,798 954,798 954,798 1,053,908 

発行済株式総数(千株) 3,518 3,518 3,518 3,518 3,947 

純資産額（千円） 1,351,536 1,662,840 1,759,573 1,860,504 2,199,753 

総資産額（千円） 5,986,541 5,926,430 6,367,059 4,750,154 5,138,100 

１株当たり純資産額（円） 384.22 472.72 500.22 528.91 554.38 

１株当たり配当額 

(うち１株当たり中間配当額)

（円） 

6.00 

(－) 

15.0 

(－) 

10.0 

(－) 

10.0 

(－) 

10.0 

          (－) 

１株当たり当期純利益（円） △62.86 60.50 44.97 25.42 48.18 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益（円） 
－ － － － 29.83 

自己資本比率（％） 22.6 28.1 27.6 39.2 42.6 

自己資本利益率（％） － 12.8 9.0 4.9 8.5 

株価収益率（倍） － 8.7 10.3 16.2 9.5 

配当性向（％） － 24.8 22.2 39.3 20.8 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数)(人) 

74 

(4) 

79 

(2) 

96 

(41) 

98 

(29) 

99 

(30) 



２【沿革】 

昭和32年12月 名古屋市千種区中道町１丁目95番地に電気機械器具類卸売業を目的として資本金50万円で「大藤

電機株式会社」を設立。 

昭和37年３月 東京芝浦電気株式会社（現 株式会社東芝）と販売特約店契約を締結し、取引を開始。 

昭和45年４月 本社を名古屋市千種区田代本通２丁目１番地（現在地）に移転。 

昭和47年４月 本社内にＦＡシステム製品の組立・加工・施工を目的として製造部門を創設。 

昭和48年10月 古河電気工業株式会社と販売特約店契約を締結し、取引を開始。 

昭和52年３月 長野県長野市に長野営業所を設置。 

昭和55年11月 製造部門を分離、「セントラル電工株式会社」を設立。 

昭和56年１月 愛知県春日井市に春日井事業所（現 春日井支店）を設置。 

昭和57年４月 愛知県岡崎市に岡崎営業所（岡崎支店）を設置。 

昭和59年５月 愛知県豊田市に豊田営業所を設置。 

昭和59年11月 ワイヤーハーネス、電子部品の組立、加工を目的として「西濃電子株式会社」を設立。 

昭和59年12月 東京都練馬区に東京営業所（現 東京支店）を設置。 

昭和63年４月 京都市に京都営業所を設置。 

平成元年５月 名古屋市千種区（本社内）に名古屋支店を設置。 

平成元年11月 「セントラル電工株式会社」及び「西濃電子株式会社」を当社に吸収合併。 

平成元年11月 京都営業所を大阪営業所に名称変更のうえ、大阪府吹田市に移転。 

平成元年11月 システムインテグレーション事業の要としてＳ・Ｉプロジェクト部門を創設。 

平成元年11月 シャープ株式会社情報システム事業本部ＦＡシステム事業部と販売基本売買契約を締結し、取引

を開始。 

平成２年５月 本社社屋完成に伴い不動産の賃貸、管理業を開始。 

平成３年１月 長野県岡谷市に岡谷営業所を設置。 

平成３年８月 商号を「ダイトーエムイー株式会社」に変更。 

平成３年12月 日本証券業協会へ株式を店頭登録。 

平成４年９月 岡谷営業所を閉鎖。 

平成４年10月 北九州市小倉北区に九州営業所を設置。 

平成６年４月 大阪営業所を閉鎖。 

平成６年５月 豊田営業所を閉鎖。 

平成６年５月 静岡県浜松市に浜松営業所を設置。 

平成９年12月 浜松営業所を閉鎖。 

平成10年11月 岡崎支店を三河支店に名称変更のうえ、愛知県安城市に移転。 

平成11年５月 システム事業部ISO9001認証取得。 

平成11年５月 全社ISO9001認証取得。 

平成12年11月 IT（情報技術）分野への参入・拡大を図る目的で「アイティピクチャー株式会社」を設立。 

平成12年11月 東京支店を東京都千代田区に移転。 

平成13年11月 東京支店を東京都練馬区に移転。 

平成15年５月 東京支店を東京都千代田区に移転。 

平成16年２月 ISO14001認証取得。 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。 

平成17年１月 中国・上海市に「上海明生軟件有限公司」を合弁設立。 

平成18年６月 株式会社インキュベート・パートナーズと業務提携。 

平成18年６月 インキュベート・パートナーズ１号投資事業有限責任組合と資本提携。 

平成19年１月 子会社「アイティピクチャー株式会社」及び「株式会社ダイトー・マルチ・プランニング」を吸

収合併。 

平成19年２月 株式会社アイテスと業務提携。 

平成19年２月 株式会社プロデュースと資本・業務提携。 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（ダイトーエムイー株式会社）及び、関連会社１社（上海

明生軟件有限公司）並びにその他の関係会社１社（インキュベート・パートナーズ１号投資事業有限責任組合）

により構成されており、電子機器関連事業を幅広く事業展開しております。なお、従来は不動産賃貸事業を経営

しておりましたが、当期中に不動産賃貸物件を売却し当事業から撤退いたしました。 

当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

また、上記２部門は「第５ 経理の状況 １．(1)連結財務諸表 注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報の

区分と同一であります。 

  なお、当社は、株式会社インキュベート・パートナーズ（本社:東京都港区 代表取締役:鈴木広美）が運営

するインキュベート・パートナーズ１号投資事業有限責任組合と資本提携を行い、インキュベート・パートナ

ーズ１号投資事業有限責任組合は平成18年６月13日に当社株式を取得しております。 

  

（事業系統図） 

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

  （注）１．上海明生軟件有限公司は関連会社であります。インキュベート・パートナーズ１号投資事業有限責任

       組合はその他の関係会社であります。 

   ２．従来連結子会社であったアイティピクチャー株式会社及び非連結子会社であった株式会社ダイトー・

   マルチ・プランニングは、平成19年１月１日に当社が吸収合併しております。 

(1)電子機器関連事業 当社が主要製造メーカー等から電子機器及び電子部材を調達、または電子モジュール、

メカトロニクス製品及びコンピュータによる制御システム等を開発及び製造し、支店営

業所及びアイティピクチャー株式会社を通じて販売いたしております。 

（主要商品）   

電子機器 パソコンマザーボード、液晶カラーモニター、コントローラ、サーボシステム、インバ

ーターシステム 

電子部材 半導体、コネクター、プリント回路基板、センサー 

（主要製品）   

電子モジュール 通信制御用配線モジュールユニット、情報機器用モジュールユニットの開発・設計・製

造 

コンピュータ 

制御システム 

FAコントロールシステム、ロボット、メカトロエンジニアリングのソフトウェア及びハ

ードウェアの開発・設計・製造・施工 

エンベデッド 

パソコン 

産業用パソコンの開発・設計・製造 

(2)不動産賃貸事業 当社が所有する賃貸用住宅を賃貸して家賃収入を得ております。なお、当社グループ

は、当期中に不動産物件を売却し、不動産賃貸事業から撤退しております。 



４【関係会社の状況】 

  

連結子会社であった以下の会社は、平成19年１月１日に当社が吸収合併したため、当連結会計年度の末日には連結 

子会社はありません。 

 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．住所、資本金、議決権の所有割合及び関係内容は、合併の前の状況を記載しております。 

５【従業員の状況】 

（1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員（当社から外部への出向者を除き、外部から当社への出向者を含む）であり、臨時雇

用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与が含まれております。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 

（百万円）
主要な事業内容 

議決権の被所有割
合 

（％） 
関係内容 

（その他の関係会社） 

インキュベート・パー

トナーズ１号投資事業

有限責任組合 

東京都港区 1,700 
経営支援を目的と

した投資事業 
           28.6 経営支援 

名称 住所 
資本金 

（百万円）
主要な事業内容 

議決権の所有割合 
（％） 

関係内容 

（連結子会社） 

アイティピクチャー㈱ 

名古屋市千種区

田代本通２－１ 
20 電子機器関連事業 75.0 

提出会社との商

品・製品の売買取

引及び役員兼任関

係があります。 

  平成19年４月30日現在

従業員数（人） 平均年令（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

99 (30) 36.2 9.9 4,744 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、原油・原材料の価格高騰の背景による不安要因を抱えながらも、

企業収益改善、設備投資の増加、個人消費は緩やかに増加しており、明らかに景気は回復してまいりました。 

このような状況のなか、当社グループは、それぞれの事業分野において当社の強みである技術提案型営業を

さらに積極化するとともに、中期経営計画に基づき、組込みパソコン、制御システム、ロボットエンジニアリ

ングなどの先端技術を駆使し、お客様の自動化・合理化のお役に立てる「確かなモノつくり」に取り組んでま

いりました。 

この結果、当連結会計年度の売上高は、87億7百万円（前期比3.7％増）となりました。利益につきまして

は、経営合理化の推進等により営業利益1億4千2百万円（前期比57.6％増）、経常利益1億6千1百万円（前期比

25.3％増）当期純利益1億3千7百万円（前期比41.6%増）となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

① 電子機器関連事業 

電子機器関連事業におきましては、自動車関連産業等の民間設備投資の回復を受け、また、自社製品の開

発・製造にも注力し技術提案型営業を展開してまいりました。 

この結果、売上高は86億9千7百万円と前連結会計年度に比べ3億5千4百万円（4.2％）の増収となり、原価

低減活動等により営業利益は1億4千6百万円と前連結会計年度に比べ8千5百万円（140.3％）の増益となりま

した。  

② 不動産賃貸事業 

不動産賃貸事業におきましては、財務体質改善のため不動産賃貸事業用物件の売却等を実施しており、こ

の結果不動産賃貸収入は9百万円と前連結会計年度に比べ4千7百万円（83.3％）の減収となり、営業損失が4

百万円と前連結会計年度に比べ3千3百万円（前年同期は2千9百万円の営業利益）の減益となりました。な

お、不動産賃貸事業につきましては、平成18年11月14日策定の中期経営計画に基づき、当期中に撤退してお

ります。  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により1億7千1百万円減

少、投資活動により6千3百万円増加、財務活動により2億3千5百万円増加したことにより、1億2千6百万円の増加

となり為替換算差額、当年度中に合併した非連結子会社からの承継現金同等物3千1百万円を加えた結果、当連結

会計年度末の資金残高は4億9千1百万円となりました。 

また、当連結会計年度における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において営業活動の結果支出した資金は1億7千1百万円となりました。これは主に、税金等調整

前当期純利益が1億4千7百万円ありましたが、売上債権の増加額2億5千6百万円による支出及びたな卸資産増加額1

億3千万円による支出があったこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において投資活動の結果得られた資金は6千3百万円となりました。 

これは主に、有形固定資産の売却による収入5千9百万円及び投資有価証券の売却による収入4千4百万円があっ

たこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において財務活動の結果得られた資金は2億3千5百万円となりました。 

これは、短期借入金の純減少による支出が4億9千5百万円、長期借入金の返済による支出4億2千4百万円があっ

たものの、社債発行による収入9億9千7百万円及び新株発行による収入1億8千5百万円があったこと等によるもの

です。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格で表示いたしました。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当連結会計年度の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注実績 

 当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格で表示いたしました。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(4）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２． 近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。 

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

前年同期比（％） 

電子機器関連事業（千円） 2,243,934 80.6 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

前年同期比（％） 

電子機器関連事業（千円） 6,057,576 123.3 

事業の種類別セグメ
ントの名称 

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

電子機器関連事業 2,213,976 80.7 185,645 91.8 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

前年同期比（％） 

電子機器関連事業（千円） 8,697,699 104.2 

不動産賃貸事業（千円） 9,448 16.7 

合  計（千円） 8,707,147 103.7 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

株式会社豊田自動織機 1,302,494 15.5 1,483,166 17.0 



３【対処すべき課題】 

 今後の経済環境については、企業収益の改善により民間の設備投資は堅調に推移するものと思われ、景気動向

も回復が続くものと予想されます。 

このような環境においても、当社は引き続き顧客に満足をいただける「確かなモノつくり」と培った技術力を活

かした提案型営業に注力し受注基盤の強化を図るとともに、平成18年11月14日に策定した中期経営計画「ＮＥＸＴ

５０プラン」に基づき、現在までに培った技術力、顧客との密接な関係、および今後新たに獲得する新技術やソリ

ューションを武器に、あらゆる側面からモノつくり企業の生産工程を支援する企業「モノつくり産業における川上

から川下までのトータルソリューション企業」へと変革し企業価値向上に努めてまいります。 

また、技術力の強化、人材の育成、業務の改善を継続的に実施し、経営の効率化と企業の透明度を高め社会に貢

献できる企業へと推進してまいります。 

４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項として、有価証券報告書提出日現在において以下のようなものが考えられます。 

(1) 景気の動向によるリスク 

当社グループの売上高の重要な部分を占める電子機器事業は、IT関連産業、自動車関連産業、医療機器関連

産業やアミューズメント関連産業の企業を顧客としておりますが、これら業界における景気後退による需要の

縮小は、当社の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(2) 技術力・サービスの提供によるリスク 

当社グループの事業におきましては、顧客のニーズに即した製品の開発やサービスの提供が重要な要素とな

ります。このようなニーズに対処して顧客満足度を向上させ、製品及びサービスに対する付加価値を維持して

いくため、技術力の研鑚を重ね、新製品開発力の強化をはかってまいりますが、業界の変化を充分に予測でき

ず、顧客満足度を向上させる製品及びサービスを提供できない場合には、将来の成長と収益性を低下させ、業

績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(3) 製造物責任賠償によるリスク 

当社グループは、国際標準化機構の品質管理基準に従って製品作りを行っておりますが、製品の欠陥が発生

しないという保証はありません。製造物責任賠償については保険に加入してはいますが、製造物責任賠償につ

ながるような製品の欠陥は、当社グループに対する評価を低下させ業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

（1） 当社は平成18年11月14日開催の取締役会において下記のとおり合併を決議し、平成19年1月1日付で合併いたしまし

  た。 

   １．合併の目的 

         効率的な事業を展開するため現在のグループ体制の再構築を図るとともに、戦略的な経営を推進することを 

         目的とする。 

     ２．合併の当事者 

           ア.合併会社    ダイトーエムイー株式会社 

           イ.被合併会社  アイティピクチャー株式会社  株式会社ダイトー・マルチ・プランニング  

     ３．合併効力発生日 

         平成19年１月１日 

     ４．合併の方法 

           当社を存続会社とする吸収合併方式（会社法第796条3項に定める簡易合併）とし、被合併会社は解散する。 

     ５．合併比率 

           アイティピクチャー株式会社 株式 1株に対し、ダイトーエムイー株式会社の株式 293.77株を割当て交付す

         る。株式会社ダイトー・マルチ・プランニングは、当社の100％子会社であるため、株式の割当ては行わない。

   ６. 合併比率の算定 

       合併比率の算定にあたっては、ダイトーエムイー株式会社は市場株価方式、アイティピクチャー株式会社 

     は簿価純資産価額方式を用いた上で、これらの分析結果を総合的に勘案して算定しております。なお、被合 

     併会社の簿価純資産方式については、純資産方式により得られた価格に合併会社の株価純資産倍率（ＰＢ 

     Ｒ）及び株価変動率を勘案して算定しております。 

     ７. 被合併会社の概要     



           アイティピクチャー株式会社 

           ① 事業の内容 

             マザーボードの販売及び関連ユニット製品の製造販売 

           ② 平成18年４月期の状況 

             売上高    536,521千円 

             当期純利益   21,662千円 

              総資産    145,375千円 

              純資産     89,392千円 

              従業員数      1  人 

           株式会社ダイトー・マルチ・プランニング 

           ① 事業の内容 

             不動産賃貸事業 

           ② 平成18年４月期の状況 

             売上高      2,982千円 

             当期純利益      120千円 

              総資産     32,055千円 

             純資産     31,875千円 

              従業員数      0  人 

     ８. 吸収合併存続会社となる会社の概要 

           称号     ダイトーエムイー株式会社 

           資本金         960,908千円 （資本金は合併直後の金額を記載しております。）       

      事業の内容  電子機器及び電子部材の製造、仕入販売  

      

 （2） 当社と業務提携をしている契約 

  

 （3） 当社と資本提携をしている契約 

 （注）契約年月日は、株式譲渡日及び新株予約権付社債の発行日を記載しております。  

 （4） 当社と資本提携・業務提携をしている契約 

６【研究開発活動】 

当連結会計年度の研究開発活動は、自然循環型環境製品の開発を重点的に進めて参りました。 

当連結会計年度において、財団法人名古屋市工業技術振興協会より、金属部品と一体成形が可能なバイオプ

ラスチックに関する研究開発を委託されております。 

当社グループの研究開発は、環境部を中心に3名のスタッフで行っており、当連結会計年度の研究開発費の総

額は、8百万円であります。 

相手先 契約内容 契約年月日 契約期間 

株式会社インキュベー

ト・パートナーズ 
経営支援を目的とした業務提携 平成18年５月26日 規定なし 

株式会社アイテス 
産業用組込みパソコンの解析・修理・製造

面における技術協力を目的とした業務提携
平成19年２月５日

 平成19年２月５日から 

 平成20年２月４日まで 

 以後１年ごとの自動更新 

相手先 契約内容 契約年月日 契約期間 

インキュベート・パー

トナーズ１号投資事業

有限責任組合 

経営支援を目的とした資本提携 平成18年６月13日 規定なし 

相手先 契約内容 契約年月日 契約期間 

株式会社プロデュース 
ＦＡ関連市場向け設備・システムの共同開

発を目的とした資本・業務提携 
平成19年２月26日 規定なし 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 当社は連結子会社であったアイティピクチャー株式会社を平成19年１月１日で合併したため、当連結会計年

度末では連結子会社がなくなりました。このため当連結会計年度末の連結貸借対照表は作成しておりません。 

 従いまして、財政状態については当社の貸借対照表に基づき記載しております。連結損益計算書、連結キャ

ッシュ・フロー計算書及び連結株主資本等変動計算書につきましては、平成18年12月31日までのアイティピク

チャー株式会社の経営成績およびキャッシュ・フローの状況を反映して作成しております。 

（1） 財政状態 

（資産） 

 流動資産は、39億6千1百万円（前年同期比5億8千4百万円増）となりました。これは主に現金及び預金が前年

同期比2億1千8万円増加したこと、及び売上債権が前年同期比2億7千1百万円増加したことによるものです。固

定資産は、11億7千6百万円（前年同期比1億9千6百万円減）となりました。これは主に、財務改善のための有形

固定資産の売却及び減損処理による9千8百万円の減少、合併に伴う関係会社株式4千万円の減少及び積立保険金

の解約による5千6百万円の減少等によるものであります。以上のことから、資産合計は、51億3千8百万円（前

年同期比3億8千7百万円増）となりました。 

（負債） 

 流動負債は、8億3千5百万円（前年同期比6億4千3百万円減）となりました。これは、主に短期借入金が前年

同期比4億9千5百万円減少し、一年内返済予定長期借入金が前年同期比1億円減少したこと等によるものであり

ます。固定負債は、21億2百万円（前年同期比6億9千2百万円増）となりました。これは主に、社債が前年同期

比10億円増加した一方、長期借入金が前年同期比3億2千4百万円減少したこと等によるものであります。 

 以上のことから負債合計は、29億3千8百万円（前年同期比4千8百万円増）となりました。 

（純資産） 

 純資産は21億9千9百万円（前年同期比3億3千9百万円増）となりました。 

 これは、当期純利益1億7千2百万円の計上及び合併に伴う新株の発行並びに第三者割当て増資による資本金の

増加9千9百万円、資本剰余金の増加9千9百万円によるものであります。 

（2） 経営成績 

（売上高） 

 売上高は87億7百万円（前年同期比3億7百万円増）となりました。 

 主たる売上高の電子機器関連事業におきましては、自動車関連産業等の民間設備投資の回復等により、売上

高は86億9千7百万円（前年同期比3億5千4百万円増）となりました。 

 不動産賃貸事業における売上高は、財務体質改善のため不動産賃貸事業用物件の売却を実施しており、9百万

円（前年同期比4千7百万円減）となりました。 

（営業利益） 

 売上原価は売上の増加に伴い増加しておりますが、熾烈な価格競争と仕入部材の高騰及び製造部門強化のた

めの人員増等により売上総利益率が10.8%と前年比0.5ポイント減少した結果、売上総利益は、前年同期比8百万

円減少し9億3千9百万円となりました。 

 販売費及び一般管理費は管理部門の体質強化を推進する中、経費抑制に努めました結果、前年同期比5千9百

万円減の7億9千7百万円となり、販売費及び一般管理費の売上高に対する比率は1.0ポイント減の9.2％となりま

した。 

 以上のことから営業利益は前年同期比5千1百万円増の1億4千2百万円となりました。 

（経常利益） 

 営業外損益は、収益が9千2百万円と前年同期比5千7百万円減少し、費用が7千2百万円と前年同期比3千8百万

円減少した結果、経常利益は前年同期比3千2百万円増の1億6千1百万円となりました。 

（当期純利益） 

 特別利益は固定資産の売却益1千2百万円により1千7百万円（前年同期比5億9千5百万円減）となり、特別損失

は減損会計適用による減損損失1千4百万円、役員退職金の打切支給による役員退職金1千万円により3千2百万円

（前年同期比5億7千6百万円減）で、税金等調整前当期純利益は前年同期比1千3百万円増の1億4千7百万円とな

りました。これより、税金費用9百万円（前年同期比1千2百万円減）等を差し引き、当期純利益は前年同期比4

千万円増の1億3千7百万円となりました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当社は財務体質の改善を図るため、当連結会計年度において不動産賃貸事業用設備を中心に設備を売却いたしま

した。 

当連結会計年度において売却した主要な設備は以下のとおりであります。 

 （注）１．上記金額は帳簿価額によっており、消費税等を含めておりません。 

２【主要な設備の状況】 

 (1）提出会社 

  当社は、国内に２ヵ所の工場を運営しております。 

  また、国内に６ヵ所の支店、営業所を有しております。 

  以上のうち、主要な設備は以下のとおりであります。 

  （注）１．上記金額は帳簿価額によっており、消費税等を含めておりません。 

２．「土地の面積」欄の（ ）内は賃借中のものであり外数で示しております。 

３．本表中、春日井支店の土地の面積及び金額は、同一所在地のため春日井工場に含めて記載しております。 

４．「従業員数」欄の（ ）内は、臨時雇用者の年間の平均人数であり外数で示しております。 

５．リース契約による主な賃借設備は、ありません。 

 （2）国内子会社 

 該当事項はありません。 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

土地 
建物及び
構築物 
（千円） 

機械装置
及び運搬
具 
（千円） 

工具器具
備品 
（千円） 

合計 
（千円） 面積 

（㎡） 
金額 

（千円） 

本社・営業部  

（名古屋市千種区） 

電子機器関連事

業及び全社資産 

販売設備  

賃貸設備 
－ － － 134 30,943 31,077 

ライオンズマンション

千種南 

（名古屋市千種区） 

不動産賃貸事業 不動産賃貸設備  4.91 2,408 1,354 － － 3,763 

ライオンズマンション

丸の内 

（名古屋市中区） 

不動産賃貸事業 不動産賃貸設備  6.63 3,589 1,687 － － 5,276 

ライオンズマンション

撞木 

（名古屋市東区） 

不動産賃貸事業 不動産賃貸設備  5.67 1,717 2,767 － － 4,485 

守山倉庫 

（名古屋市守山区） 
不動産賃貸事業 不動産賃貸設備  － － 4,272 － － 4,272 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

土地 
建物及び
構築物 
（千円） 

機械装置
及び運搬
具 
（千円） 

工具器具
備品 
（千円） 

合計 
（千円） 

従業員数 
（人） 面積 

（㎡） 
金額 

（千円） 

春日井工場 

（愛知県春日井市） 

電子機器関連

事業 

電子制御機器 

生産設備 
1,897 163,280 39,450 3,703 2,738 209,172 

36 

(  5) 

養老工場 

（岐阜県大垣市） 

電子機器関連

事業 

電線加工 

生産設備 
2,580 16,608 32,702 4,704 379 54,395 

4 

( 14) 

本社・福利厚生施設 

（名古屋市千種区他） 

電子機器関連

事業 

統括業務施設 

販売設備 
115 91,488 42,395 263 4,262 138,409 

28 

(  1) 

春日井支店 

（愛知県春日井市） 

電子機器関連

事業 
販売設備 － － 29,531 556 1,445 31,532 

9 

(  4) 

三河支店 

（愛知県安城市） 

電子機器関連

事業 
販売設備 (705) － 112,279 429 1,078 113,787 

10 

(  4) 

東京支店 

他３営業所 

電子機器関連

事業 
販売設備 433 28,165 4,932 9 783 33,890 

12 

(  2) 



３【設備の新設、除却等の計画】 

     当社は、次の設備の売却を予定しております。 

 （注） 当連結会計年度末現在、研究開発は春日井工場及び岡崎研究所で実施しており、土岐モジュールセンターは倉

庫として使用しております。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別セグメ
ントの名称 

設備の内容 
期末帳簿価額
（千円） 

売却の予定時期 
売却による減少
能力 

 土岐モジュールセンター 

（岐阜県土岐市） 
 電子機器関連事業 研究用土地・建物 94,921  未定 無し（注） 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」には、平成19年７月１日から、この有価証券報告書提出日までの新株予約権の権利行使に

より発行された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 11,000,000 

計 11,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年４月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年７月27日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 3,947,698 3,947,698 ジャスダック証券取引所 － 

計 3,947,698 3,947,698 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

新株予約権及び新株予約権付社債に関する事項は、次のとおりであります。 

①  新株予約権 

イ 平成18年５月26日取締役会決議 

（注）１. 新株予約権１個の行使により当社が新たに発行または自己株式の処分をするする株式の数は、408,000円を

新株予約権の行使に際して払込む1株当たりの額(行使価額)で除して得られる 大整数(1株未満の端数が生

じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。) 

２. 新株予約権の行使に際して払込む1株当たりの額(行使価額)は408円とする。ただし、新株予約権の発行後、

当社普通株式数に変更が生じる場合は下記行使価額調整式により行使価額を調整する。 

行使価額調整式 

                                  既発行株式数 ＋  交付株式数×１株当たりの払込金額    

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×                 時    価          

                                            既発行株式数 ＋ 交付株式数  

  

  
事業年度末現在 

（平成19年４月30日） 
提出日の前月末現在 

（平成19年６月30日） 

新株予約権の数 （個） 234 234 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 （株） （注）１ 234,000 234,000 

新株予約権の行使時の払込金額 （円）  （注）２ 408 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年６月14日 

至 平成20年６月11日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額 （円） 

発行価格       435 

資本組入額     217.5 
同左 

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権の一部行使は

できないものとする。 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡は取締役

会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 －  －   

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －  －   



ロ 平成18年７月28日定時株主総会決議 

（注）１. 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的である株式の数を調整するものとする。た

だし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

 調整後株式数＝調整前株式数×株式分割又は株式併合の比率 

２. 新株予約権の行使に際して払込む1株当たりの額(行使価額)は420円とする。ただし、新株予約権の発行後、

当社が当社普通株式の時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を発行または処分する場合、下記行使価

額調整式により行使価額を調整する。調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

行使価額調整式 

                                  既発行株式数 ＋  交付株式数×１株当たりの払込金額    

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×                 時    価          

                                            既発行株式数 ＋ 交付株式数  

  

３.（1）新株予約権者は新株予約権の行使時において、当社または当社の子会社の取締役または従業員の地位に

あることを要する。ただし、当社の取締役会の決議により承認を受けた場合には、この限りではない。 

（2）その他の権利行使の条件は、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締

結する新株予約権の割当てに関する契約に定めるところによる。 

  
事業年度末現在 

（平成19年４月30日） 
提出日の前月末現在 

（平成19年６月30日） 

新株予約権の数 （個） 361 360 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 （株）（注）１ 361,000 360,000 

新株予約権の行使時の払込金額 （円）  （注）２ 420 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年７月28日 

至 平成24年７月28日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額 (円) 

発行価格           479 

資本組入額      239.5 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）3 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡は取締役

会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － －  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  －  



②  新株予約権付社債 

平成18年5月26日取締役会決議 

（注）１. 行使に係る本社債の償還価額の総額を転換価額で除して得られる 大整数（１株未満の端数が生じたときは

これを切り捨て、現金による調整は行わない。） 

２. 本新株予約権付社債の転換価額は、408円とする。ただし、当社株式数に変更がある場合は下記の転換価額

調整式により転換価額の調整をする。 

転換価額調整式 

                                  既発行株式数 ＋  交付株式数×１株当たりの払込金額    

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×                 時    価          

                                            既発行株式数 ＋ 交付株式数  

  

(3）【ライツプランの内容】 

    該当事項はありません。 

  
事業年度末現在 

（平成19年４月30日） 
提出日の前月末現在 

（平成19年６月30日） 

新株予約権付社債の残高 （千円） 1,000,000 1,000,000 

新株予約権の数（個） 10 10 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 （株） （注）1 2,450,980 2,450,980 

新株予約権の払込金額 （円）      （注）2 408 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年６月14日 

至 平成21年６月11日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額 （円） 

発行価格       408 

資本組入額      204 
同左 

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権の一部行使は

できないものとする。 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

本新株予約権付社債は会社

法第254条第2項及び第3項本

文の定めにより本社債また

は本新株予約権の一方のみ

を譲渡することはできな

い。 

同左 

代用払込みに関する事項 

本新株予約権１個の行使に

際してする出資の目的は、

当該本新株予約権に係る本

社債とする。 

同左 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項            －  －  



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１. 資本準備金の減少額の内訳は次のとおりです。   

      （1）第46期損失処理による取崩額  453,139千円  

           （2）旧商法第289条第2項の規定に基づくその他資本剰余金への振替額  370,939千円 

        ２. 合併に伴う新株発行  

            発行株数               普通株式    

発行価格               416円 

資本組入額                   208円 

         合併比率  合併会社 １: 被合併会社 293.77   

３. 第三者割当   

主な割当先  株式会社プロデュース 

発行株数               普通株式  

発行価格                 465円    

資本組入額               232円50銭 

(5）【所有者別状況】 

 （注）自己株式721株は「単元未満株式の状況」に含めて記載しております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成14年５月１日～

平成15年４月30日 

（注）1 

－ 3,518,321 － 954,798 △824,079 239,000 

平成19年１月１日 

（注）2 
29,377 3,547,698 6,110 960,908 6,110 245,110 

平成19年３月22日 

（注）3 
400,000 3,947,698 93,000 1,053,908 93,000 338,110 

  平成19年４月30日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 6 8 47 2 － 477 540    － 

所有株式数

（単元） 
－ 422 42 765 18 － 2,685 3,932 15,698 

所有株式数の

割合（％） 
－ 10.73 1.07 19.46 0.46 － 68.28 100.00    －  



(6）【大株主の状況】 

（注）１. 出資比率は自己株式を控除して計算しております。 

     ２. 前事業年度末現在主要株主であった川口三夫は、当事業年度末では主要株主ではなくなりました。 

３. 前事業年度末現在主要株主でなかったインキュベート・パートナーズ１号投資事業有限責任組合、及び株  

   式会社プロデュースは、当事業年度末では主要株主となっております。 

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成19年４月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

インキュベート・パートナーズ

１号投資事業有限責任組合 
東京都港区新橋２丁目12－１ 1,125 28.5 

株式会社プロデュース 新潟県長岡市城岡３丁目２－10 400 10.1 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 160 4.1 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 159 4.0 

ダイトーエムイー従業員持株会 名古屋市千種区田代本通２丁目１番地 101 2.6 

竹田 和平 名古屋市天白区 77 2.0 

朝日火災海上保険株式会社 東京都千代田区神田美土代町７ 70 1.8 

瀬端 文雄 東京都目黒区 58 1.5 

古河電気工業株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目２番３号 50 1.3 

 櫛田 章博 名古屋市中村区 41 1.0 

計 － 2,241 56.8 

  平成19年４月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,932,000        3,932 － 

単元未満株式 普通株式 15,698 － － 

発行済株式総数 3,947,698 － － 

総株主の議決権 －              3,932 － 

  平成19年４月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



(8）【ストックオプション制度の内容】 

① 平成18年5月26日 取締役会決議 

当社は新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

当該制度の内容は次のとおりであります。 

(注) 1. 新株予約権１個の行使により当社が新たに発行または自己株式の処分をするする株式の数は、408,000円を新

株予約権行使に際して支出される財産の価額(行使価額)で除して得られる 大整数(1株未満の端数が生じたと

きはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。) 

   ２. 新株予約権行使価額に交付株式数を乗じた額とする。 

新株予約権の行使に際して出資をなすべき1株当たりの額(行使価額)は408円とする。ただし、新株予約権の発

行後、当社普通株式数に変更が生じる場合は下記行使価額調整式により行使価額を調整する。 

    行使価額調整式 

決議年月日 平成18年5月26日 

付与対象者の区分及び人数 取締役ほか計11名 

 新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 

 株式の数  284個×新株予約権1個当たりの行使株数 (注) 1 

新株予約権の行使に際して支出される財産の価額   (注) 2 

 新株予約権の行使期間  平成18年6月14日から平成20年6月11日まで 

 新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

 新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡については、当社取締役会の決議による承

認を要する。 

代用払込みに関する事項  － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － 

        
既発行株式数＋

交付株式数×１株当たりの払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
時    価 

既発行株式数 ＋ 交付株式数 



② 平成18年7月28日 定時株主総会決議 

当社は新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

当該制度の内容は次のとおりであります。 

(注)１. 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的である株式の数を調整するものとする。 

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数

について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×株式分割又は株式併合の比率 

２. 新株予約権行使価額に交付株式数を乗じた額とする。 

   新株予約権の行使に際して出資をなすべき1株当たりの額(行使価額)は420円とする。ただし、新株予約権の

発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を発行または処分する場合、下

記行使価額調整式により行使価額を調整する。調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

    行使価額調整式 

決議年月日 平成18年7月28日 

付与対象者の区分及び人数 
当社及び当社子会社の取締役及び従業員99名（うち取

締役4名） 

 新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 

 株式の数 
384,000株を上限とする。(うち取締役に対する割当分

107,000株) (注) 1 

新株予約権の行使に際して支出される財産の価額  (注) 2 

 新株予約権の行使期間  平成20年7月28日から平成24年7月28日まで 

 新株予約権の行使の条件 

1.新株予約権者は権利行使時において、当社または当

社の子会社の取締役または従業員の地位にあること

を要する。ただし、当社の取締役会の決議により承

認を受けた場合はこの限りではない 

2.その他の権利行使の条件は、株主総会決議及び取締

役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締

結する新株予約権の割当てに関する契約に定めると

ころによる。 

 新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡については、当社取締役会の決議による承

認を要する。 

代用払込みに関する事項  － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － 

        
既発行株式数＋

交付株式数×１株当たりの払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
時    価 

既発行株式数 ＋ 交付株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

   該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

３【配当政策】 

当社の利益配分に関する基本的な考え方は、株主各位に対する利益還元が重要課題の一つであるとの考えに立

ち、安定した経営基盤を確保し株主資本利益率の向上に努めてまいります。 

配当金につきましては、業績、内部留保、キャッシュ・フロー、今後の業績見込みを勘案し安定的な配当の継続

を基本方針としております。 

当社は、期末配当として年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

期末配当についての決定機関は株主総会であります。 

当期の配当につきましては、１株当たり普通配当10円を実施することを決定しました。この結果、当期の配当性

向は20.8％となりました。 

内部留保資金は将来にわたる株主利益を確保し、また、市場ニーズに柔軟に応じる製品開発及び設備の合理化投

資等、事業体質の強化にあてる所存であります。 

なお、当社は、「取締役会の決議により、毎年10月31日を基準日として中間配当を行うことができる。」旨を定

款に定めております。 

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 － － 

当期間における取得自己株式 4,500 1,950,000 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式 
－ － － － 

その他 

（－） 
－ － － － 

保有自己株式数 721 － 5,221 － 

決議年月日 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額 

（円） 

平成19年７月27日 

定時株主総会決議 
39,469 10 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

回次 第47期 第48期 第49期 第50期 第51期 

決算年月 平成15年４月 平成16年４月 平成17年４月 平成18年４月 平成19年４月 

最高（円） 235 624 755 500 574 

最低（円） 155 150 405 399 360 

月別 平成18年11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 

最高（円） 574 485 540 520 509 479 

最低（円） 396 430 431 484 446 460 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

取締役社長 

(代表取締

役) 

  窪内 泰之 昭和32年６月13日生

昭和57年４月 当社入社 

平成12年７月 当社取締役営業本部システム部長 

平成12年11月 アイティピクチャー株式会社代表

取締役社長（現任） 

平成14年７月 当社取締役退任 

平成15年７月 当社取締役 

平成17年７月 当社取締役退任 

平成18年５月 当社常務執行役員 

平成18年７月 当社代表取締役（現任） 

 1年 37 

専務取締役 営業本部長 相馬 行雄 昭和29年６月６日生

昭和54年12月 当社入社 

平成12年７月 当社取締役営業本部三河支店長 

平成13年11月 当社取締役営業本部営業統括部長 

平成14年７月 当社取締役執行役員営業部長 

平成15年７月 当社取締役執行役員副営業本部長

兼三河支店長 

平成16年５月 当社取締役執行役員中日本営業部

長 

平成17年７月 当社取締役執行役員営業本部副本

部長兼中日本営業部長 

平成18年７月 当社専務取締役営業本部長(現任) 

1年 5 

取締役 
管理管掌兼経

営企画本部長 
柴地 隆明 昭和48年１月14日生

平成９年１月 ソフトバンク株式会社入社 

平成11年９月 イー・トレード証券株式会社財務

部長 

平成14年６月 ソフトバンク・フロンティア証券

株式会社取締役管理部長 

平成16年２月 ソフトバンク・インベストメント

株式会社（現SBIホールディング

ス株式会社）経営企画室マネジャ

ー 

平成18年２月 株式会社インキュベート・パート

ナーズ取締役（現任） 

平成18年７月 当社取締役管理本部長兼経営企画

本部長 

平成19年７月 当社取締役管理管掌兼経営企画本

部長(現任) 

 1年 － 

取締役 
システム本部

長 
日比野 猛 昭和32年７月26日生

昭和57年10月 当社入社 

平成13年５月 当社システム事業部環境部長 

平成14年５月 当社システム事業部長 

平成17年５月 当社環境部長 

平成18年５月 当社執行役員システム本部長 

平成18年７月 当社取締役システム本部長（現

任） 

 1年 8 

 



 （注）１．取締役鈴木広美及び神戸宏明は、会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。 

        ２. 監査役大脇一廣、長船憲章及び竹内数夫は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。     

３．当社では経営の意思決定機能と業務執行機能を分離し、経営のスピード化と責任の明確化を図るため、執行

役員制度を導入しております。 

執行役員は次の５名で構成されております。 

奥村研二(管理本部長)、野田龍二(品質保証部長)、島田尚毅(システム本部ソリューション部長)、佐藤浩人

(システム本部システム営業部長)、柴田 昇(システム本部技術部長) 

４. 平成19年７月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

取締役   鈴木 広美 昭和46年２月27日生

平成７年２月 山田＆パートナーズ会計事務所入

所 

平成14年６月 ソフトバンク・フロンティア証券

株式会社取締役投資銀行部長 

平成16年９月 ＣＳＢＡ会計グループ 鈴木会計

事務所開設 

平成18年２月 株式会社インキュベート・パート

ナーズ代表取締役（現任） 

平成18年７月 当社取締役(現任) 

 1年 1 

取締役   神戸 宏明 昭和40年12月12日生

平成２年10月 朝日新和会計社（現あずさ監査法

人）入所 

平成10年10月 監査法人太田昭和センチュリー

（現新日本監査法人）入所 

平成18年11月 神戸会計事務所 開設 

平成19月４月 株式会社インキュベート・パート

ナーズ執行役員（現任） 

平成19年７月 当社取締役(現任) 

 1年 － 

常勤監査役   大脇 一廣 昭和24年１月２日生

平成８年11月 株式会社白沢ドラッグ入社 

平成10年12月 同社常務取締役 

平成12年２月 株式会社ジップ・ホールディング

ス執行役員ＣＦＯ 

平成13年２月 同社常勤監査役 

平成17年５月 同社執行役員事務部長 

平成18年２月 株式会社サコー代表取締役 

平成18年７月 当社監査役(現任) 

（注）4 － 

監査役   長船 憲章 昭和15年９月27日生

昭和63年４月 オークマ株式会社入社 

平成10年１月 長船技術コンサルタント代表に就

任（現任） 

平成12年７月 当社監査役（現任） 

（注）4 － 

監査役   竹内 数夫 昭和35年９月９日生

昭和60年４月 公認会計士・税理士今井冨夫事務

所入所 

平成18年２月 竹内数夫税理士事務所 開設 

平成19年７月 当社監査役(現任) 

（注）4 － 

        計   51



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的考え方は、長期的な業績の向上を図ることと企業としての社

会的責任を果たすためには、コーポレート・ガバナンスの確立は極めて重要であるとの認識のもと、権限と業務

執行責任を明確にしたうえで、市場の変化に迅速に対応できる経営上の組織体制の構築と整備を図ること、ま

た、公正な経営判断と経営の透明性を高めるための経営チェック機能の充実や経営状況の迅速な情報開示を重要

な課題としております。 

（1） 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の基本説明 

 当社は監査役制度を採用しており、取締役会及び監査役会により、経営執行の監督ならびに監査を行ってお

ります。 

・取締役会は、平成19年７月27日現在、取締役６名（うち社外取締役２名）の構成とし、経営上の重要事項の

決定と業務執行の監督を行っております。 

・執行役員制度を採用しており、当有価証券報告書提出日現在５名の構成とし、毎月１回取締役・執行役員で

構成する役員会議を開催し、月次決算および各取締役の業務執行の報告を行い、経営状況の確認と情報の共

有化を図っております。 

・監査役会は、平成19年７月27日現在、監査役３名（うち社外監査役３名）で構成され、監査役は、監査の方

針、業務分担に従い、本社・工場・営業所の監査を定期的に行い、重要書類の閲覧、取締役会や役員会に出

席、その他重要会議にも必要に応じ出席し、取締役の職務遂行状況を監査しております。 

② 会社の機関・内部統制の関係を分かりやすく示す図表 

③ 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

当社の内部統制システムといたしましては、経営の基本方針に則ったコンプライアンス体制に係る規程を定

め、取締役及び使用人に法令・定款・社内規程の遵守を徹底する。 

コンプライアンスに関する統括責任者を任命し、管理本部がコンプライアンス体制の構築、推進及び向上を

推進する。 

コンプライアンスの推進については、取締役及び使用人がコンプライアンスを自らの問題としてとらえ業務

を遂行するよう教育・研修を実施する。 

取締役会は、コンプライアンス体制を定期的に見直し、問題点の把握と改善に努める。 



④ 内部監査及び監査役監査の状況 

・各部門の業務執行が法令、社内規程等に違反することなく遂行されることを確保する内部牽制組織として、

社長直轄の監査室（１名）を設置しております。 

監査室は、内部監査規程に基づき年間の監査方針および内部監査計画書を作成し、被監査部門の実地監査、

書類監査を併用して実施しております。 

実施した監査に基づき、内部監査報告書・監査結果通知書を作成し社長に報告し、監査の結果および改善を

要する事項について披監査部門に通知し、披監査部門から事後処理状況の報告書の提出を求めております。 

・監査役は、監査の方針、業務分担に従い、本社・工場・営業所の監査を定期的に行い、重要書類の閲覧、取

締役会や役員会に出席、その他重要会議にも必要に応じ出席し、取締役の職務遂行状況を監査しておりま

す。 

・監査法人におきましては、監査室及び監査役と定期的に報告会を持つなど緊密な連携を保ち、一般に公正妥

当と認められる監査の基準に準拠して監査を行い、また子会社に対する監査手続きも実施しております。 

⑤ 会計監査の状況 

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は新日本監査法人に所属する秦博文、所直好、杉原弘恭の３名であ

り、監査業務に係る補助者の構成は公認会計士５名、会計士補３名でありました。  

⑥ 社外取締役及び社外監査役との関係 

当社は社外取締役は２名、社外監査役は３名選任しております。 

社外取締役である鈴木広美は、株式会社インキュベート・パートナーズの代表取締役であります。当社は同社

より社員の出向を受けております。 

 他の社外取締役１名及び社外監査役３名につきましては、当社との特別な利害関係はありません。 

（2） リスク管理体制の整備の状況等 

当社のリスク管理体制は、リスク管理規程を定め、業務執行に係るリスクを把握、分析し適切な対応を行うた

めの全社的なリスク管理体制を構築しております。 

全社的なリスクを統括的に管理する部門は管理本部とし、各部門固有の業務に付随するリスクについては、当

該部門において個別の規定、マニュアル等を整備するとともに使用人への教育を行っております。 

内部監査部門は、各部門のリスク管理の状況を監査し、取締役会は、リスク管理体制を定期的に見直し、問題

点の把握と改善に努めております。 

（3） 役員報酬の内容 

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下の通りであります。 

取締役に支払った報酬    47,568千円 （うち社外取締役     －千円） 

監査役に支払った報酬       7,600千円 （うち社外監査役 7,600千円） 

計             55,168千円 

（4） 監査報酬の内容 

当社の新日本監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬

等の合計額は15,800千円であります。 

上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

  

（5） 責任限定契約の内容  

当社と社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契

約を締結しております。当該契約に基づく責任の限度額は、5,000千円以上であらかじめ定めた金額または、法

令が規定する額とのいずれか高い額とする。 

なお、社外取締役については、平成19年７月27日開催の定時株主総会をもって、上記と同様の内容の定款変更

を決議いたしました。  

（6） 取締役の定数 

当社の取締役は、９名以内とする旨を定款に定めております。 

（7） 取締役選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席することを要する旨を定款に定めております。 

また、累積投票による取締役の選任については、累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。



（8） 自己株式の取得 

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行す  

ることを可能とするため、会社法第165条２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己

の株式を取得することができる旨を定款で定めております。 

（9） 株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上を持って行う旨を定款に定めてお

ります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこと

を目的とするものであります。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年５月１日から平成18年４月30日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ 

き、当連結会計年度（平成18年５月１日から平成19年４月30日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

 また、連結子会社であったアイティピクチャー株式会社を平成19年１月１日に合併し、当連結会計年度末では連

結子会社がなくなりました。このため当連結会計年度においては、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及

び連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりますが、連結貸借対照表は作成しておりません。 

(2)当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第50期事業年度（平成17年５月１日から平成18年４月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

第51期事業年度（平成18年５月１日から平成19年４月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

２．監査証明について 

      当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年５月１日から平成18年４月30日ま 

      で）及び第50期事業年度（平成17年５月１日から平成18年４月30日まで）の連結財務諸表及び財務諸表について 

      は、中央青山監査法人（現 みすず監査法人）により監査を受け、また、当連結会計年度（平成18年５月１日から 

      平成19年４月30日まで）及び第51期事業年度（平成18年５月１日から平成19年４月30日まで）の連結財務諸表及び

      財務諸表については、新日本監査法人により監査を受けております。 

   なお、当社の会計監査人は次のとおり交代しております。 

  前連結会計年度及び前事業年度  中央青山監査法人（現 みすず監査法人） 

  当連結会計年度及び当事業年度  新日本監査法人 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

 当社は連結子会社であったアイティピクチャー株式会社を平成19年１月１日に合併し、当連結会計年度末では連結子

会社がなくなりました。このため、当連結会計年度末の連結貸借対照表は作成しておりません。 

   

   
前連結会計年度 

（平成18年４月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１．現金及び預金 ※２   842,718 

２．受取手形及び売掛金 ※４   2,323,043 

３．たな卸資産     215,167 

４．繰延税金資産     32 

５．その他     97,826 

貸倒引当金     △1,184 

流動資産合計     3,477,603 71.8 

Ⅱ 固定資産     

１．有形固定資産     

（1）建物及び構築物 ※２ 774,281 

減価償却累計額   435,035 339,246 

（2）機械装置及び運搬 
   具 

  99,018 

減価償却累計額   87,333 11,684 

（3）工具器具備品   174,206 

減価償却累計額   114,233 59,973 

（4）土地 ※２   412,031 

有形固定資産合計     822,936 17.0 

２．無形固定資産     

（1）その他     25,748 

無形固定資産合計     25,748 0.6 

３．投資その他の資産     

（1）投資有価証券 ※1,2   378,434 

（2）会員権     40,200 

（3）その他     139,816 

貸倒引当金     △43,753 

投資その他の資産合
計 

    514,697 10.6 

固定資産合計     1,363,382 28.2 

資産合計     4,840,985 100.0 

      
 



   
前連結会計年度 

（平成18年４月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１．買掛金     597,328 

２．短期借入金 ※２   495,000 

３．一年内返済予定長期
借入金 

※２   224,000 

４．未払法人税等     15,914 

５．賞与引当金     34,160 

６．その他     123,856 

流動負債合計     1,490,259 30.8 

Ⅱ 固定負債     

１．社債     500,000 

２．長期借入金 ※２   776,000 

３．繰延税金負債     73,767 

４．退職給付引当金     59,854 

５．その他     1,242 

固定負債合計     1,410,864 29.1 

負債合計     2,901,124 59.9 

      

（少数株主持分）     

少数株主持分     44,673 1.0 

      

（資本の部）     

Ⅰ 資本金 ※５   954,798 19.7 

Ⅱ 資本剰余金     367,714 7.6 

Ⅲ 利益剰余金     407,213 8.4 

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

    166,664 3.4 

Ⅴ 自己株式 ※６   △1,202 △0.0 

資本合計     1,895,188 39.1 

負債、少数株主持分及
び資本合計 

    4,840,985 100.0 



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高 8,399,839 100.0 8,707,147 100.0 

Ⅱ 売上原価 7,452,052 88.7 7,767,428 89.2

売上総利益 947,786 11.3 939,719 10.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 857,661 10.2 797,672 9.2

営業利益 90,124 1.1 142,046 1.6

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息 413 2,228   

２．受取配当金 4,596 5,756   

３. デリバティブ評価益 39,898 13,828   

４. 積立保険返戻金 
  

― 11,895   

５．仕入割引 20,283 17,458   

６．受取報奨金 19,387 ―   

７．賃貸収入 49,372 28,800   

８．負ののれんの償却額 ― 1,383   

９．その他 15,684 149,636 1.7 10,658 92,009 1.1

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息 45,357 29,525   

２．賃貸費用 42,533 24,541   

３．為替差損 4,789 1,715   

４．その他 17,903 110,583 1.3 16,416 72,199 0.8

経常利益 129,177 1.5 161,856 1.9

Ⅵ 特別利益   

 １．固定資産売却益 ※３ 495,551 12,365   

２．投資有価証券売却益 99,230 999   

３．貸倒引当金戻入益 17,714 2,418   

 ４．抱合せ株式消滅益 ― 612,496 7.3 1,653 17,438 0.2

Ⅶ 特別損失   

１．減損損失 ※６ 555,260 14,242   

２．固定資産売却損 ※４ 41,407 1,881   

３．固定資産除却損 ※５ 7,330 42   

４．関係会社株式評価損 3,970 ―   

５．会員権売却損 400 128   

６．役員退職金 ― 10,278   

７．シンジケートローン 
  解約損 

― 4,205   

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

８. その他   ― 608,369 7.2 1,395 32,173 0.4

  税金等調整前当期純利
益 

 133,305 1.6 147,121 1.7

法人税、住民税及び事
業税 

 20,741 9,198   

法人税等調整額  977 21,719 0.2 32 9,230 0.1

少数株主利益  14,574 0.2 521 0.0

当期純利益  97,011 1.2 137,368 1.6

     



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日） 

 （注）平成18年７月28日の定時株主総会決議における利益処分項目であります。 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部） 

Ⅰ 資本剰余金期首残高 367,714 

Ⅱ 資本剰余金期末残高 367,714 

（利益剰余金の部） 

Ⅰ 利益剰余金期首残高 345,378 

Ⅱ 利益剰余金増加高 

１．当期純利益 97,011 97,011 

Ⅲ 利益剰余金減少高 

１．配当金 35,176 35,176 

Ⅳ 利益剰余金期末残高 407,213 

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年４月30日 残高（千円） 954,798 367,714 407,213 △1,202 1,728,523

連結会計年度中の変動額     

合併による新株の発行 6,110 6,110   12,220

増資による新株の発行 93,000 93,000   186,000

剰余金の配当 （注）   △35,176   △35,176

当期純利益   137,368   137,368

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

    

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

99,110 99,110 102,192 － 300,413

平成19年４月30日 残高（千円） 1,053,908 466,824 509,406 △1,202 2,028,937

  

評価・換算差額等 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成18年４月30日 残高（千円） 166,664 166,664 － 44,673 1,939,861

連結会計年度中の変動額     

合併による新株の発行     12,220

増資による新株の発行     186,000

剰余金の配当 （注）     △35,176

当期純利益     137,368

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△7,491 △7,491 11,642 △44,673 △40,521

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

△7,491 △7,491 11,642 △44,673 259,891

平成19年４月30日 残高（千円） 159,173 159,173 11,642 － 2,199,753



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

税金等調整前当期純利
益 

 133,305 147,121

減価償却費  68,837 48,126

減損損失  555,260 14,242

長期前払費用償却  2,575 992

社債発行費償却  3,100 2,681

株式交付費  － 859

株式報酬費用  － 5,512

貸倒引当金の増加額 
（△減少額） 

 △19,674 176

賞与引当金の増加額 
（△減少額） 

 1,125 △1,170

退職給付引当金の減少
額 

 △4,268 △5,012

受取利息及び受取配当
金 

 △5,010 △7,984

抱合せ株式消滅益  － △1,653

負ののれん償却  － △1,383

支払利息  45,357 29,525

デリバティブ評価益  △39,898 △13,828

為替差益  △7,947 △635

シンジケートローン解
約損 

 － 1,900

固定資産売却益  △495,551 △12,365

固定資産売却損  41,407 1,881

固定資産除却損  7,330 42

投資有価証券売却益  △99,230 －

投資有価証券評価損  － 1,078

関係会社株式評価損  3,970 －

会員権売却損  400 128

売上債権の減少額 
（△増加額） 

 566,056 △256,696

破産債権等の減少額  130 1,690

たな卸資産の減少額
（△増加額） 

 77,775 △130,349

その他流動資産の減少
額 

 1,083 30,512

その他固定資産の減少
額（△増加額） 

 △23,840 55,711

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

仕入債務の減少額  △36,022 △776

未払費用の増加額  13,835 4,862

未払消費税等の増加額
（△減少額） 

 31,922 △37,849

未収消費税等の増加額  － △20,091

その他流動負債の減少
額 

 △15,669 △2,606

その他固定負債の増加
額（△減少額） 

△16,324 6,755

その他  － 2,136

小計  790,036 △136,467

利息及び配当金の受取
額 

 5,010 7,915

利息の支払額  △45,199 △30,372

法人税等の支払額  △30,851 △12,690

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 718,995 △171,614

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

定期預金の預入によ   
る支出 

 △510,000 －

定期預金の払戻による
収入 

 50,000 －

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △4,846 △5,199

有形固定資産の売却に
よる収入 

 966,471 59,360

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △2,450 △26,061

投資有価証券の売却に
よる収入 

 95,143 44,878

会員権の売却による収
入 

 800 2,571

会員権の返還による収
入 

 22,000 －

貸付金の回収による収
入 

 6,968 －

連結子会社合併に伴う
少数株主への支払額 

 － △12,220

その他  － △241

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 624,087 63,087

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

短期借入金の純減少額  △1,661,968 △495,000

長期借入れによる収入  600,000 －

長期借入金の返済によ
る支出 

 △440,000 △424,000

社債の発行による収入  － 997,318

社債の償還による支出  △210,000 －

新株の発行による収入  － 185,141

新株予約権の発行によ
る収入 

 － 6,318

配当金の支払額  △35,176 △34,636

少数株主への配当金の
支払額 

 △1,292 －

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △1,748,436 235,141

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 7,947 635

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加額（△減少額） 

 △397,406 127,249

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 730,124 332,718

Ⅶ 非連結子会社の合併に伴
う現金及び現金同等物の
増加額 

 － 31,054

Ⅷ 現金及び現金同等物期末
残高 

 
332,718 491,022

 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 

  

（1）連結子会社の数 1 社 

連結子会社名   

アイティピクチャー株式会社 

（1）連結子会社の数 －社 

 従来連結子会社であったアイティ

ピクチャー株式会社は、平成19年１

月１日に当社が吸収合併しているた

め、平成18年12月31日迄の同社の経

営成績を連結財務諸表に含めており

ます。 

  （2）非連結子会社名  

株式会社ダイトー・マルチ・プラン

ニング 

（2） ─── 

  

  

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社株式会社ダイトー・マ

ルチ・プランニングは、小規模であ

り、総資産、売上高、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも連結財務

諸表等に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないため、

連結の範囲から除外しております。 

  

  

２. 持分法の適用に関する事

項 

  

（1） ─── 

  

（1）持分法を適用した非連結子会社また 

   は関連会社の数  

          － 社 

  

  

（2）持分法を適用しない非連結子会社ま 

   たは関連会社のうち主要な会社等の 

   名称 

株式会社ダイトー・マルチ・プラン

ニング 

（2）持分法を適用しない非連結子会社ま 

     たは関連会社のうち主要な会社等の 

     名称 

上海明生軟件有限公司 

  

  

（持分法を適用しない理由） 

 持分法非適用会社は、当期純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性がな

いため、持分法の適用範囲から除外し

ております。 

（持分法を適用しない理由） 

同 左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。 

   ─── 

  

４．会計処理基準に関する事

項 

    

（1）重要な資産の評価基 

   準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）  

  

  

時価のないもの  

移動平均法による原価法 

時価のないもの  

同 左  

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

  

  

② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同 左 

  

  

  

③ たな卸資産 

商品・原材料 

先入先出法による原価法 

③ たな卸資産 

同 左 

  

  

  

製品・仕掛品 

個別法による原価法 

  

  

  

  

貯蔵品 

終仕入原価法による原価法 

  

  

（2）重要な減価償却資産 

   の減価償却の方法 

  

① 有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）については定額法、賃貸用器具

備品については、賃貸期間を償却年

数とし、賃貸期間満了時の賃貸資産

の見積処分価額を残存価額とする定

額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物     15年～47年 

機械装置    7年～15年 

① 有形固定資産 

旧定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）については旧定額法、賃貸用器

具備品については、賃貸期間を償却

年数とし、賃貸期間満了時の賃貸資

産の見積処分価額を残存価額とする

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物     15年～47年 

機械装置    7年～15年 

  

  

② 無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用ソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）による定額法を採用してお

ります。 

② 無形固定資産 

同 左 

  

  

③  ─── 

  

  

③ 長期前払費用  

    定額法 

（3）重要な繰延資産の処 

   理方法 

社債発行費 

 旧商法の規定する 長期間（３年間）

にわたり均等償却しております。 

社債発行費 

 支出時に全額費用処理しております。 

    

  

株式交付費 

 支出時に全額費用処理しております。 

 （会計処理の変更） 

 当連結会計年度より「繰延資産の会

計処理に関する当面の取扱い」（企業

会計基準委員会 平成18年8月11日 実

務対応報告第19号）を適用しておりま

す。 

 これにより経常利益及び税金等調整

前当期純利益が2,360千円減少しており

ます。  

（4）負ののれんの償却の 

   方法 

    ─── 

  

５年間均等償却 

  

  

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

（5）重要な引当金の計上 

   基準 

① 貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

① 貸倒引当金 

同 左 

  

  

② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるた

め、支給見込額に基づき計上してお

ります。 

② 賞与引当金 

同 左 

  

  

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に充てるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務額及び年金資産額に基づき計上

しております。 

③ 退職給付引当金 

同 左 

（6）重要なリース取引の 

   方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同 左 

（7）重要なヘッジ会計の 

   方法 

① ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の特例処理の要件を満た

す金利スワップ 

特例処理を適用しております。 

① ヘッジ会計の方法 

同 左 

  

  

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 金利スワップ取引 

ヘッジ対象 借入金利 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同 左 

  

  

③ ヘッジ方針 

 金利変動リスクに備えキャッシ

ュ・フローを固定する目的でヘッ

ジ取引を行っております。 

③ ヘッジ方針 

同 左 

（8）その他連結財務諸表 

   作成のための重要な 

   事項 

 消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ております。 

同 左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法によっておりま

す。 

─── 

６．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結会計年度中に確定した利益処分に

基づいております。 

─── 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金及び要求払預金のほか、取得

日より３ヶ月以内に満期日が到来する流

動性の高い、容易に換金可能であり、か

つ価格の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資からなっておりま

す。 

同 左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年５月１日 
 至 平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
 至 平成19年４月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第6号）を適用しております。 

 これにより税金等調整前当期純利益が200,922千円減

少しております。 

 また、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除し

ております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記

載しております。 

─── 

─── （ストック・オプション等に関する会計基準等） 

 当連結会計年度から「ストック・オプション等に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月

27日 企業会計基準第8号）及び「ストック・オプショ

ン等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委

員会 終改正平成18年５月31日 企業会計基準適用

指針第11号）を適用しております。  

 これにより、営業利益が5,512千円、経常利益及び税

金等調整前当期純利益が5,324千円それぞれ減少してお

ります。 

 なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記

載しております。 

─── （企業結合に係る会計基準） 

 当連結会計年度より「企業結合に係る会計基準」

（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「事業分

離等に係る会計基準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月27日 企業会計基準第７号）並びに「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」

（企業会計基準委員会 終改正 平成18年12月22日 

企業会計基準適用指針第10号）を適用しております。 

 これにより、税金等調整前当期純利益が1,653千円増

加しております。  



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

（連結損益計算書） 

１.「デリバティブ評価益」は、営業外収益総額の100分 

 の10を超えたため、当連結会計年度より区分掲記する 

 こととしました。 

  なお、前連結会計年度は営業外収益の「その他」に 

 1,254千円含まれております。 

（連結損益計算書） 

   「積立保険返戻金」は、営業外収益総額の100分の10 

 を超えたため、当連結会計年度より区分掲記すること 

 としました。  

  なお、前連結会計年度は営業外収益の「その他」に 

 922千円含まれております。 

２.「受取報奨金」は、営業外収益総額の100分10を超え 

 たため、当連結会計年度より区分掲記することとしま 

 した。 

  なお、前連結会計年度は営業外収益の「その他」に 

 6,773千円含まれております。 

  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成18年４月30日） 

当連結会計年度  
（平成19年４月30日）  

※１ 非連結子会社に対するものは、次のとおりであり

ます。 

※１         ─── 

投資有価証券（株式） 30,000千円  

※２ 担保に供している資産 

（1）下記債務に対し、次の資産を担保に供してお 

 ります。 

担保提供資産 

※２         ─── 

預金 50,000千円

建物 179,685千円

土地 352,351千円

投資有価証券 39,380千円

計 621,417千円

 

対応債務   

短期借入金 495,000千円

一年内返済予定長期借入金 124,000千円

長期借入金 576,000千円

計 1,195,000千円

 

（2）取引保証金の代用として、次の資産を差入れ 

 ております。 

預金 100,000千円

投資有価証券 77,000千円

計 177,000千円

 

３ 受取手形裏書譲渡高 607,738千円  ３         ─── 

※４ 期末日満期手形の処理 

 期末日満期手形の会計処理は手形交換日をもっ

て決済処理しています。 

なお、当期末日が金融機関の休日であったた

め、次の期末日満期手形が期末残高に含まれてお

ります。 

※４         ─── 

受取手形 48,999千円

受取手形裏書譲渡高 40,728千円

 

※５ 当社の発行済株式総数 ※５         ─── 

普通株式 3,518,321株  

※６ 連結会社の保有する自己株式 ※６         ─── 

普通株式 721株  



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額 

役員報酬 102,550千円 

給料手当 273,337千円 

賞与引当金繰入額 18,875千円 

退職給付費用 6,434千円 

役員報酬 60,768千円 

給料手当 260,679千円 

賞与引当金繰入額 17,971千円 

退職給付費用 5,310千円 

貸倒引当金繰入額 2,751千円 

※２ 研究開発費の総額 ※２ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 17,431千円 一般管理費に含まれる研究開発費 8,904千円 

※３ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。 ※３ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

建物及び構築物 205,393千円 

工具器具備品 205千円 

土地 289,952千円 

  計 495,551千円 

建物及び構築物 5,208千円 

機械装置及び運搬具 115千円 

工具器具備品 6,856千円 

土地 185千円 

  計 12,365千円 

※４ 固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。 ※４ 固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

土地 41,407千円 

  計 41,407千円 

土地 1,881千円 

  計 1,881千円 

※５ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 ※５ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物及び構築物 196千円 

機械装置及び運搬具 1,332千円 

工具器具備品 5,801千円 

  計 7,330千円 

機械装置及び運搬具 42千円 

  計 42千円 

※６ 減損損失 

  当社グループは、以下の資産グループについて減損 

  損失を計上しました。 

※６ 減損損失 

  当社グループは、以下の資産グループについて減損 

  損失を計上しました。 

用途 種類 場所 

電子制御機
器製造設備 

土地及び 
建物 

岐阜県土岐市 

賃貸不動産
計５件 

土地及び建
物ほか 

東京都練馬区 
名古屋市 

用途 種類 場所 

処分予定資
産 

土地 
  

岐阜県土岐市 

（資産のグルーピングの方法） 

 当社グループは、主に各事業所を単位として資産の

グルーピングを行っております。 

（資産のグルーピングの方法） 

 当社グループは、主に各事業所を単位として資産の

グルーピングを行っております。 

（減損損失の認識に至った経緯） 

 土地の取得価額に対する時価の著しい下落により、

減損損失を認識しました。 

（減損損失の認識に至った経緯） 

 周辺地価の継続的な下落により、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として認識

しました。 

（減損損失の金額） 

 減損損失の内訳は、土地418,463千円、建物136,250

千円及び構築物546千円であります。 

（減損損失の金額） 

 減損損失の内訳は、土地 14,242千円であります。 

 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の増加429千株は、連結子会社の合併に伴う新株発行による増加29千株、及び第三者割当増資による増 

        加400千株によるものであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

前連結会計年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

（回収可能価額の算定方法） 

 回収可能価額は、正味売却価額及び使用価値により

測定しております。正味売却価額は不動産鑑定基準に

基づく鑑定評価額を使用しております。また、使用価

値算定に当たって使用した割引率は、賃貸不動産ごと

に6.4％～9.4％となっております。 

（回収可能価額の算定方法） 

 回収可能価額は、正味売却価額により測定しており

ます。正味売却価額は路線価及び近隣売買事例を勘案

した合理的な見積額を使用しております。 

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式   （注） 3,518 429 ― 3,947 

合計 3,518 429 ― 3,947 

自己株式         

普通株式 0 ― ― 0 

合計 0 ― ― 0 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 
当連結会計
年度末残高
（千円） 前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 

（親会社） 

第１回転換社債型新株予

約権付社債 
普通株式 － 2,450 － 2,450 － 

ストック・オプションと

しての新株予約権 
－ － － － － 11,642 

合計 － － － － － 11,642 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年７月28日 

定時株主総会 
普通株式 35,176 10 平成18年４月30日 平成18年７月28日

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年７月27日 

定時株主総会 
普通株式 39,469  利益剰余金 10 平成19年４月30日 平成19年７月30日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成18年４月30日現在） （平成19年４月30日現在） 

現金及び預金勘定 842,718千円

預入期間が３か月を超える定

期預金 

 

△510,000千円

現金及び現金同等物 332,718千円

現金及び預金勘定 1,001,022千円

預入期間が３か月を超える定

期預金 

 

△510,000千円

現金及び現金同等物 491,022千円

前連結会計年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

車輌運搬具 4,470 1,192 3,278 

工具器具備品 99,948 36,718 63,229 

無形固定資産
その他 

5,766 4,036 1,729 

合計 110,184 41,946 68,237 

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額（千
円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

車輌運搬具 4,470 2,086 2,384

工具器具備品         －      －      － 

無形固定資産
その他 

5,766 5,189 576

合計 10,236 7,275 2,960

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

（注） 同左 

  

  

  

（2）未経過リース料期末残高相当額 （2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 22,036千円 

１年超 46,200千円 

合 計 68,237千円 

１年内 1,470千円 

１年超 1,490千円 

合 計 2,960千円 

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

（注） 同左 

（3）支払リース料及び減価償却費相当額 （3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 21,945千円 

減価償却費相当額 21,945千円 

支払リース料 15,373千円 

減価償却費相当額 15,373千円 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

 



前連結会計年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

 ２．オペレーティング・リース取引（借主側） 

         ─── 

 ２．オペレーティング・リース取引（借主側） 

  未経過リース料 

１年内 1,562千円 

１年超 3,740千円 

合 計 5,303千円 

３．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引(貸主側) 

（1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高 

３．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引(貸主側) 

（1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高 

 
取得価額 
（千円） 

減価償却累
計額 
（千円） 

期末残高 
（千円） 

工具器具備品 211,777 106,118 105,659 

合  計 211,777 106,118 105,659 

 
取得価額 
（千円） 

減価償却累
計額 
（千円） 

期末残高 
（千円） 

工具器具備品 － － －

合  計 － － －

（2）未経過リース料期末残高相当額 （2）未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 内     49,372千円 

１ 年 超     72,218千円 

合  計     121,590千円 

１ 年 内     － 

１ 年 超     － 

合  計     － 

(注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高及び見積残存価額の残高合計

額が、営業債権の期末残高等に占める割合が

低いため、受取利子込み法により算定してお

ります。 

(注) 同左 

（3）受取リース料及び減価償却費 （3）受取リース料及び減価償却費 

受取リース料     49,372千円 

減価償却費     42,533千円 

受取リース料     28,800千円 

減価償却費     24,541千円 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注） 前連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について減損処理は行っておりません。 

減損処理にあたっては、期末における時価の簿価に対する下落率が50％以上の銘柄について、一律減損処理して

おります。 

下落率30％以上50％未満の銘柄については、過去一定期間の時価の推移等を考慮の上、時価の回復可能性が認め

られないと判断される銘柄を減損処理しております。 

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 当連結会計年度に係る「有価証券関係」に関する注記については連結貸借対照表を作成していないため、個

別財務諸表の注記事項の「有価証券関係」に記載しております。 

  区分 

前連結会計年度（平成18年４月30日） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

株式 88,490 329,342 240,852 

        

        

小計 88,490 329,342 240,852 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

株式 2,380 1,960 △420 

        

        

小計 2,380 1,960 △420 

合計 90,870 331,302 240,432 

前連結会計年度 
（自平成17年５月１日 至平成18年４月30日） 

売却額（千円） 
売却益の合計額 

（千円） 
売却損の合計額 

（千円） 

140,021 99,230 ― 

  
前連結会計年度（平成18年４月30日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 15,957 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

   ２．取引の時価等に関する事項 

   デリバティブ取引の契約類等、時価及び評価損益 

（1）通貨関連 

 （注） 時価の算定方法は取引先金融機関から提出された価額等に基づき算定しております。 

（2）金利関連 

 金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いておりま

す。 

  

 当連結会計年度に係る「デリバティブ取引関係」に関する注記については連結貸借対照表を作成していない

ため、個別財務諸表の注記事項の「デリバティブ取引関係」に記載しております。 

前連結会計年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当社グループは為替変動によるリスク、金利変動によ

るリスクを軽減する目的で、通貨スワップ取引、通貨オ

プション取引及び金利スワップ取引を利用しており、ト

レーディング目的のデリバティブ取引は利用しておりま

せん。なお、金利スワップ取引については、借入金利を

ヘッジ対象として金利変動リスクに備えキャッシュフロ

ーを固定する目的でヘッジ取引として行っており、ヘッ

ジ会計の特例処理を適用しております。 

 取引に係るリスクとしては、通貨スワップ取引及び通

貨オプション取引は為替相場の変動によるリスクを、金

利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを有して

おります。なおこれらの取引先は信用度の高い金融機関

であり、取引先の解約不履行に伴う信用リスクはないと

判断しております。 

 取引の実行及び管理は、管理部の相互索制と監査によ

り行っております。 

区分 種類 

前連結会計年度（平成18年４月30日） 

契約額等 
（千円） 

契約額等の
うち１年超 
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

市場取

引以外

の取引 

通貨スワップ         

買建         

 米ドル 1,640,454 703,051 △13,828 △13,828 

  － － － － 

合計 1,640,454 703,051 △13,828 △13,828 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度を採用しており、平成２年４月１日より従業員退職金

の全額を移行しております。アイティピクチャー株式会社は、退職年金規定に基づく社内積立の退職一時金

制度を設けております。 

２．退職給付債務及びその内訳 

（注）退職給付債務については、当社退職年金規程に基づく自己都合期末要支給額及び年金財政計算上の責任

   準備金により算定しております。 

３．退職給付費用の内訳 

 当連結会計年度に係る「退職給付関係」に関する注記については連結貸借対照表を作成していないため、個

別財務諸表の注記事項の「退職給付関係」に記載しております。 

  
前連結会計年度 

（平成18年４月30日） 

（1）退職給付債務（千円） △154,786 

（2）年金資産（千円） 94,931 

（3）退職給付引当金（千円） （1）＋（2） △59,854 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

退職給付費用（千円） 10,547 

勤務費用（千円） 10,547 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日） 

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

      販売費及び一般管理費    3,567千円 

      売上原価                   1,945千円 

      なお、当連結会計年度において、退職に伴う失効による取崩額を雑収入に188千円計上しております。 

  

     ２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 （注）１．株式数に換算して記載してあります。 

 ２．① 新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、新株予約権の行使時においても 

   当社又は当社の子会社の取締役又は従業員の地位にあることを要する。ただし、当社の取締役会の決議に 

   より承認を受けた場合には、この限りではない。 

 ② その他の権利行使の条件は、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締 

   結する新株予約権の割当てに関する契約に定めるところによる。 

 ３．権利確定の時期により対象勤務期間が下記に記載のとおりとなっております。 

付与数の２分の１：自 平成18年８月25日 至 平成20年７月28日 

付与数の残数  ：自 平成18年８月25日 至 平成22年７月28日 

  
平成18年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 当社の取締役及び執行役員 ９名 
当社取締役 ４名、当社執行役員 ４名、 

当社社員 91名  

ストック・オプション数

（注）1 
普通株式  234,000株 普通株式  384,000株 

付与日 平成18年６月13日 平成18年８月25日 

権利確定条件 なし （注）2 

対象勤務期間 なし 
自 平成18年８月25日  

 至 平成22年７月28日（注）3 

権利行使期間 
自 平成18年６月14日  

 至 平成20年６月11日 

自 平成20年７月28日  

 至 平成24年７月28日 



(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数につい

ては、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

当連結会計年度において付与された平成18年ストック・オプションについての構成な評価単価の見積方法は以

下のとおりであります。  

      ① 使用した評価技法   ブラック・ショールズ式 

      ② 主な基礎数値及び見積方法 

 （注）１. 残存期間に対応の週次高値及び安値の平均値に基づき算定しております。 

       ２. 残存期間に対応の月次高値及び安値の平均値に基づき算定しております。 

    ３. 権利行使期間に平均的に行使が行われたと想定して見積もっております。 

    ４. 過去３年間（平成15年４月期から平成17年４月期）の配当実績の平均値によっております。 

       ５. 過去４年間（平成15年４月期から平成18年４月期）の配当実績の平均値によっております 

       ６. 予想残存期間に対応する長期利付国債利回りにより算定しております。 

  

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

    
平成18年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前 （株）     

前連結会計年度末   － － 

付与   234,000 384,000 

失効   － 23,000 

権利確定   234,000 － 

未確定残   － 361,000 

権利確定後 （株）     

前連結会計年度末   － － 

権利確定   234,000 － 

権利行使   － － 

失効   － － 

未行使残   234,000 － 

   
平成18年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格 （円） 408 420 

行使時平均株価 （円） － － 

公正な評価単価（付与日） （円） 27 59 

  
平成18年 

    ストック・オプション 

平成18年 

    ストック・オプション 

 株価変動性 （注）1      24.48％ （注）2             39.76％ 

 予想残存期間   （注）3                           １年                         １年 

 予想配当 （注）4         2.29％ （注）5              2.94％ 

 無リスク利子率 （注）6                          0.724％                       0.986％ 



基本的には、将来の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しておりま

す。  

（税効果会計関係） 

（注）当連結会計年度に係る繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳については、連結貸借対照表を作

   成していないため、記載しておりません。 

前連結会計年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 １.         ─── 

繰延税金資産 平成18年４月30日現在

賞与引当金 13,835千円

退職給付引当金 24,241千円

投資有価証券 24,012千円

会員権 25,946千円

繰越欠損金 202,000千円

たな卸資産 15,726千円

減損損失 81,239千円

その他 41,620千円

繰延税金資産小計 428,621千円

評価性引当額 △428,589千円

繰延税金資産合計 32千円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 73,767千円

繰延税金資産の純額 △73,735千円

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

法定実効税率 40.5％

交際費等永久に損益に算入されない項目

4.2％

住民税均等割等 6.8％

評価性引当額 △34.2％

その他 △1.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 16.3％

法定実効税率 40.5％

交際費等永久に損益に算入されない項目

2.8％

住民税均等割等 5.9％

評価性引当額 △38.5％

その他 △4.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 6.3％



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日） 

 （注）１．事業は、製品系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業の主な製品等は、「事業の内容」に記載しております。 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は1,300,585 千円であり、その主なものは、親会

社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産でありま

す。 

４．「連結財務諸表作成のための基本となる重要事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「固定資産

の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用しております。これによ

り、電子機器関連事業で147,401千円、不動産賃貸事業で53,521千円の資産が減少しております。 

当連結会計年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日） 

  
電子機器関連
事業（千円） 

不動産賃貸事
業（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益           

売上高           

（1）外部顧客に対する売上高 8,343,187 56,651 8,399,839 ― 8,399,839 

（2）セグメント間の内部売上高 

 又は振替高 
― ― ― ― ― 

計 8,343,187 56,651 8,399,839 ― 8,399,839 

営業費用 8,282,326 27,387 8,309,714 ― 8,309,714 

営業利益 60,860 29,264 90,124 ― 90,124 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出 
          

資産 3,472,493 67,905 3,540,399 1,300,585 4,840,985 

減価償却費 38,735 7,587 46,322 22,515 68,837 

資本的支出 5,405 ― 5,405 ― 5,405 

  
電子機器関連
事業（千円） 

不動産賃貸事
業（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益           

売上高           

（1）外部顧客に対する売上高 8,697,699 9,448 8,707,147 ― 8,707,147 

（2）セグメント間の内部売上高 

 又は振替高 
― ― ― ― ― 

計 8,697,699 9,448 8,707,147 ― 8,707,147 

営業費用 8,551,458 13,642 8,565,101 ― 8,565,101 

営業利益 146,240 △4,193 142,046 ― 142,046 

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
          

資産 ― ― ― ― ― 

減価償却費 30,435 778 31,214 16,912 48,126 

減損損失 14,242 ― 14,242 ― 14,242 

資本的支出 31,296 ― 31,296 ― 31,296 



 （注）１．事業は、製品系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業の主な製品等は、下記に記載のとおりであります。 

３．資産については、連結貸借対照表を作成していないため記載しておりません。 

４．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準」及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」を適用

しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、電子機器関連事業の営業費用が5,512

千円増加し、営業利益が同額減少しております。 

【所在地別セグメント情報】 

 本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日） 

役員及び個人主要株主等 

当連結会計年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日） 

親会社及び法人主要株主等 

 

（1）電子機器関連事業 

  

  

  

当社が主要製造メーカー等から電子機器及び電子部材を調達、または電子モジュ

ール、メカトロニクス製品及びコンピュータによる制御システム等を開発及び製

造し、支店営業所及びアイティピクチャー株式会社を通じて販売いたしておりま

す。  

  （主要商品）    

 
電子機器 

  

パソコンマザーボード、液晶カラーモニター、コントローラ、サーボシステム、

インバーターシステム 

  電子部材 半導体、コネクター、プリント回路基板、センサー 

  （主要製品）    

 
電子モジュール 

  

通信制御用配線モジュールユニット、情報機器用モジュールユニットの開発・設

計・製造  

 
コンピュータ 

制御システム  

FAコントロールシステム、ロボット、メカトロエンジニアリングのソフトウェア

及びハードウェアの開発・設計・製造・施工  

 
エンベデッド 

パソコン 

産業用パソコンの開発・設計・製造  

  

 
（2）不動産賃貸事業  

  

当社が所有する賃貸用住宅を賃貸して家賃収入を得ております。なお、当社グル

ープは、当期中に賃貸用物件を売却し、不動産賃貸業から撤退しております。 

属性 
会社等の

名称 
住所 

資本金 
（百万円）

事業の 
内容 

議決権等の
所有割合 

関係内容 
取引の 
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の 

兼任 
事業上
の関係

役員及び役員の近

親者が議決権の過

半数を自己の計算

において所有して

いる会社等 

㈲川口興

産 

名古屋市 

千種区 
11 

不動産管

理業 
6.1% 兼任1名 なし 

貸付金の

回収 
6,968 ― ― 

属性 会社等の名称 住所 
資本金 

（百万円） 
事業の 
内容 

議決権等の
所有割合 
（被所有） 

関係内容 
取引の 
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の 

兼任 
事業上
の関係

その他の

関係会社 

インキュベー

ト・パートナー

ズ1号投資事業有

限責任組合 

東京都 

港区 
1,700 

経営支援

投資事業

― 

(28.6%) 
なし ― 

新株予

約権付

社債の

発行 

1,000,000 社債 1,000,000 

法人主要

株主 
㈱プロデュース  

新潟県  

長岡市  
1,333  製造業 

 ― 

(10.2% ) 
なし 

業務 

提携 

新株発

行 
186,000  ― ― 



（注）取引の条件及び取引条件の決定方針 

   （1）インキュベート・パートナーズ１号投資事業有限責任組合との取引 :  無利息であり、転換価額は408円であ

      ります。取引条件は当社株式の市場価格及び市場金利を勘案して、合理的に決定しております。 

      （2）株式会社プロデュースとの取引 :  発行価額は465円であります。取引条件は当社株式の市場価格を勘案し  

           て、合理的に決定しております。  

（企業結合等関係） 

     当社は平成18年11月14日開催の取締役会において下記のとおり合併を決議し、平成19年１月１日付で合併いたしま 

   した。 

   １．結合当事企業の名称 

       1) アイティピクチャー株式会社 

       2) 株式会社ダイトー・マルチ・プランニング 

   ２．事業内容  

       1) アイティピクチャー株式会社               マザーボードの販売及び関連ユニット製品の製造販売 

       2) 株式会社ダイトー・マルチ・プランニング   不動産賃貸事業  

   ３．企業結合の法的形式   

         当社を存続会社とする吸収合併方式（会社法第796条３項に定める簡易合併）とし、被合併会社は解散いたしま

       す。 

   ４．合併後企業の名称  

       ダイトーエムイー株式会社 

   ５．取引の概要 

         効率的な事業を展開するため現在のグループ体制の再構築を図るとともに、戦略的な経営を推進することを目 

       的としております。 

   ６. 実施する会計処理の概要 

        「企業結合に係る会計基準」（「企業結合に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平成15年10

       月31日）） 三 企業結合に係る会計基準 ４ 共通支配下の取引等の会計処理を適用しております。 



（１株当たり情報） 

（注）①  １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。  

② １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度 
(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 538円 77銭

１株当たり当期純利益 27円 57銭

１株当たり純資産額 554円 38銭

１株当たり当期純利益 38円 47銭

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益 

23円 81銭

  
前連結会計年度 

(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

１株当たり当期純利益     

当期純利益（千円） 97,011 137,368 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益（千円） 97,011 137,368 

普通株式の期中平均株式数（千株） 3,517 3,571 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

当期純利益調整額（千円） ― ― 

普通株式増加数（千株） ― 2,197 

（うち新株予約権付社債） （―）  （2,162） 

（うち第１回新株予約権） （―） （  15） 

（うち第２回新株予約権） （―）  （   19） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

― ― 

  
前連結会計年度 

(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

純資産の部の合計額（千円） ― 2,199,753 

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円） 
― 11,642 

（うち新株予約権） （―）         （11,642） 

 普通株式に係る期末の純資産額（千円） ― 2,188,110 

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（千株） 
― 3,946 



  （重要な後発事象） 

第50期（平成18年４月30日現在） 

（1）経営支援ファンドとの資本提携 

平成18年5月26日開催の取締役会におきまして、当社が長年続けてまいりました創業家一族による経営を一新し、企

業価値向上に向けた効率的経営手法、時代の要請に則したガバナンス経営を基本とし、今後積極的な事業展開を行うこ

とを目的とした新経営体制の構築及び財務基盤の拡充を行うため、株式会社インキュベート・パートナーズ（本社：東

京都港区 代表：鈴木広美、以下ＩＰ）が運営するインキュベート・パートナーズ１号投資事業有限責任組合（以下Ｉ

Ｐ経営支援ファンド）と資本提携を行いました。 

① 資本提携の概要及び目的 

ＩＰが運営するＩＰ経営支援ファンドが、当社が発行する第１回無担保転換社債型新株予約権付社債10億円を、平

成18年6月13日を払込期日として全額の割当てを受けるとともに、当社がＩＰからの具体的な経営支援を受けなが

ら、当社の新経営体制の構築を推進するものであります。また、同取締役会において、今後の新経営体制において中

心となる幹部職員を対象に、当社が発行する新株予約権7,668千円を発行し、当該幹部職員が平成18年6月13日を払込

期日として全額の割当てを受けることを通じて、役職員が一丸となって経営革新を行っていくことを決定いたしまし

た。 

当社は創業以来50余年にわたり、創業家一族による経営を行ってまいりました。過去におきましては、強いオーナ

ーシップのもと、順調に企業拡大を図ってまいりましたが、近年は経営成績の伸びに陰りが見え、株価も低迷した状

況が続いております。また一方では、収益力に比して借入金が多い状態が続いており、財務基盤拡充の必要性があり

ました。そうしたなか、当社代表取締役社長 川口三夫は、後進である若手経営者に道を譲り、当社の経営体制を変

革し、時代の要請に則した経営体制・財務基盤を構築することが、当社の株主・役職員・顧客にとって、 善の方法

であることを決断し、新たな経営体制の検討を行ってきたものであります。そのなかで、１）後進若手経営者を中心

とした当社の経営方針への合意、２）経営戦略・財務戦略を中心とした、今後当社が必要となる機能へのスタッフの

派遣を含めた協業に関する合意、３）財務基盤拡充への対応に関する合意、が得られたことから資本提携を行いまし

た。 

② 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行 

当社は、平成18年5月26日に開催の取締役会の決議に基づいて、第１回無担保転換社債型新株予約権付社債を発行

いたしました。 

なお、資金調達の目的は、財務体質の強化資金及び新規事業資金に充当する予定です。 

社債発行要綱は以下のとおりであります。 

 1. 社債総額       10億円 

2. 各社債の金額     1億円の1種 

3. 利率         無利息 

4. 払込金額       額面100円につき100円 

5. 償還価額       額面100円につき100円 

6. 払込期日       平成18年6月13日 

7. 償還の方法及び期限  平成21年6月12日にその総額を額面100円につき100円で償還する。 

8. 物上担保・保証の有無 物上担保及び保証は付されていない。 

9. 新株予約権に関する事項 

（1） 社債に付された新株予約権の数  各社債に1個、合計10個 

（2） 新株予約権の発行無価額      無償 

 （3） 新株予約権の割当日        平成18年6月13日 

 （4） 目的となる株式の種類       普通株式 

 （5） 目的となる株式の数 

     行使に係る本社債の償還価額の総額を、下記に記載の転換価額で除して得られる 大整数（1株未満の端数 

 が生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。） 

  （6） 行使に係る転換価額  408円 ただし当社株式数に変更が有る場合は下記の転換価額調整式により転換価 

 額を調整する。 



  （7） 転換価額調整式 

 （8） 新株予約権行使に際して出資の目的とされる財産及びその価額 

 本新株予約権１個の行使に際してする出資の目的は、当該本新株予約権に係る本社債とし、当該本社債の価

 額は、当該本社債の償還価額と同額とする。 

（9） 新株予約権の行使期間      平成18年6月14日から平成21年6月11日まで 

（10） その他の新株予約権の行使条件  各新株予約権の一部行使はできない。 

（11） 新株の配当基準日 

 基準日以前に新株予約権の行使により交付された株式は、当該基準日において発行済の他の当社普通株式と

 同様に取り扱う。 

（12） 新株予約権行使により株式を発行する場合の資本金及び資本準備金 

    資本等増加額の2分の1を資本金(1円未満の端数が生ずる場合は、その端数は切り上げる。)とし、残額を 

 資本準備金とする。 

③ 第１回新株予約権の発行 

平成18年5月26日に開催した取締役会の決議に基づいて、第１回新株予約権を発行いたしました。 

なお、資金調達の目的は、財務体質の強化資金及び新規事業資金に充当する予定です。 

新株予約権発行要綱は以下のとおりであります。 

   1. 新株予約権の総数        284個 

   2. 新株予約権の発行価額      新株予約権1個当たり  27,000円 

   3. 新株予約権の発行総額      7,668,000円 

   4. 新株予約権の申込期日      平成18年6月13日 

   5. 募集の方法            第三者割当ての方法により当社の取締役ら計11名に割当てる。 

   6. 目的となる株式の種類      普通株式 

7. 目的となる株式の数 

 新株予約権1個の行使により当社が新たに発行または自己株式の処分する数は、408,000円を下記に記載の行使価

額で除して得られる 大整数（1株未満の端数が生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。) 

  8. 新株予約権の行使価額      408円 ただし、新株予約権発行後、当社株式数に変更が有る場合は下記の

行使価額調整式により行使価額を調整する。 

 9. 行使価額調整式 

10. 本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額 

本新株予約権１個の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、行使価額に交付株式数を乗じた額と

する。 

  11. 新株予約権の行使期間      平成18年6月14日から平成20年6月11日まで 

12. その他の新株予約権の行使条件  各新株予約権の一部行使はできない。 

13. 新株予約権の譲渡制限 新株予約権の譲渡については当社取締役会の決議による承認を要する。 

14. 新株の配当基準日 

基準日以前に新株予約権の行使により交付された株式は、当該基準日において発行済の他の当社普通株式と同様

に取り扱う。 

15. 新株予約権行使により株式を発行する場合の資本金及び資本準備金 

 資本等増加額の2分の1を資本金(1円未満の端数が生ずる場合は、その端数は切り上げる。)とし、残額を資本準

備金とする。 

        
既発行株式数＋

交付株式数×１株当たりの払込金額 

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 × 
時    価 

既発行株式数 ＋ 交付株式数 

        
既発行株式数＋

交付株式数×１株当たりの払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
時    価 

既発行株式数 ＋ 交付株式数 



（2） 第2回新株予約権の発行 

当社は、平成18年6月30日開催の取締役会及び平成18年7月28日開催の第50回定時株主総会の決議により、会社法第

236条、第238条及び239条の規程に基づき、第2回新株予約権を発行し、当社及び当社子会社の取締役及び従業員に対

して、ストック・オプションとして新株予約権の付与を行っております。 

新株予約権発行要綱は以下のとおりであります。 

1. 新株予約権の総数     384個 (うち、取締役に対する割当分107個) 

   2. 新株予約権の発行価額   無償 

   3. 目的となる株式の種類   普通株式 

4. 目的となる株式の数    384,000株 (うち、取締役に対する割当分107,000株) 

   5. 新株予約権の行使価額    

    新株予約権の割当日の前日におけるジャスダック証券取引所における当社普通株の普通取引の終値とする。ただ

    し、当社株式数に変更がある場合は下記の行使価額調整式により行使価額を調整する。 

 6. 行使価額調整式 

   7. 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

新株予約権の行使に際して出資をなすべき１株当たりの額（行使価額）に付与株式数を乗じた金額とする。 

8. 新株予約権の行使期間   平成20年7月28日から平成24年7月28日まで 

9. 新株予約権の譲渡制限   新株予約権の譲渡については当社取締役会の決議による承認を要する。 

10. その他の新株予約権の行使条件 

 新株予約権の行使時においても当社または当社の子会社の取締役または従業員の地位にあることを要する。ただ

し、当社の取締役会の決議により承認を受けた場合には、この限りではない。 

11. 新株予約権行使により株式を発行する場合の資本金及び資本準備金 

 資本等増加額の2分の1を資本金(1円未満の端数が生ずる場合は、その端数は切り上げる。)とし、残額を資本準

備金とする。 

第51期（平成19年４月30日現在） 

該当事項はありません。 

        
既発行株式数＋

交付株式数×１株当たりの払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
時    価 

既発行株式数 ＋ 交付株式数 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

        当連結会計年度に係る「社債明細表」に関する記載については連結貸借対照表を作成していないため、個

      別附属明細表の「社債明細表」に記載しております。 

【借入金等明細表】 

        当連結会計年度に係る「借入金等明細表」に関する記載については連結貸借対照表を作成していないた 

      め、個別附属明細表の「借入金等明細表」に記載しております。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
第50期 

（平成18年４月30日） 
第51期 

（平成19年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）   

Ⅰ．流動資産   

１．現金及び預金 ※１ 782,547 1,001,022 

２．受取手形 ※４ 505,335 869,549 

３．売掛金 ※５ 1,802,861 1,710,189 

４．商品 113,516 199,539 

５．製品 16,692 30,063 

６．仕掛品 82,812 115,300 

７．貯蔵品 903 613 

８. 前渡金 6,413 43 

９. 前払費用 8,305 5,071 

10．未収入金 54,386 4,833 

11．未収消費税等 ― 26,267 

12．その他 4,924 2,245 

貸倒引当金 △1,200 △3,051 

流動資産合計 3,377,499 71.1 3,961,688 77.1

Ⅱ．固定資産   

１．有形固定資産   

（1）建物 ※１ 735,204 697,701   

減価償却累計額 401,961 333,243 391,781 305,920 

（2）構築物 38,191 35,703   

減価償却累計額 32,770 5,420 31,188 4,514 

（3）機械装置 81,767 81,767   

減価償却累計額 71,690 10,076 73,083 8,683 

（4）車輌運搬具 17,251 13,708   

減価償却累計額 15,643 1,607 12,726 982 

（5）工具器具備品 173,834 64,884   

減価償却累計額 114,004 59,829 54,195 10,688 

（6）土地 ※１ 412,031 390,073 

（7）建設仮勘定   ― 2,728 

有形固定資産合計 822,209 17.3 723,591 14.1

 



   
第50期 

（平成18年４月30日） 
第51期 

（平成19年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

２．無形固定資産    

（1）ソフトウェア  21,032 15,544 

（2）電話加入権  4,716 4,791 

（3）ソフトウエア仮勘 
 定 

 ― 24,806 

無形固定資産合計  25,748 0.6 45,142 0.9

３．投資その他の資産    

（1）投資有価証券 ※１ 347,260 333,629 

（2）関係会社株式  41,174 1,174 

（3）出資金  920 21 

（4）破産債権等  6,903 5,213 

（5）長期前払費用  4,496 418 

（6）保険積立金  57,306 579 

（7）会員権  40,200 37,500 

（8）差入保証金  70,190 71,205 

貸倒引当金  △43,753 △42,063 

投資その他の資産合計  524,697 11.0 407,678 7.9

固定資産合計  1,372,655 28.9 1,176,411 22.9

資産合計  4,750,154 100.0 5,138,100 100.0 

     
 



   
第50期 

（平成18年４月30日） 
第51期 

（平成19年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ．流動負債    

１．買掛金  594,446 596,551 

２．短期借入金 ※１ 495,000 ― 

３．一年内返済予定長期借
入金 

※１ 224,000 124,000 

４．未払金  768 539 

５．未払費用  52,576 57,171 

６．未払法人税等  12,503 11,725 

７．未払消費税等  37,262 ― 

８．前受金  ― 137 

９．預り金  12,718 11,898 

10．前受収益  861 454 

11．賞与引当金  34,160 32,990 

12．その他  14,488 ― 

流動負債合計  1,478,785 31.1 835,469 16.3

Ⅱ．固定負債    

１．社債 ※５ 500,000 1,500,000 

２．長期借入金 ※１ 776,000 452,000 

３．繰延税金負債  73,767 68,668 

４．退職給付引当金  59,854 54,842 

５．預り保証金  1,242 1,298 

６．負ののれん  ― 19,369 

７．その他  ― 6,699 

固定負債合計  1,410,864 29.7 2,102,877 40.9

負債合計  2,889,650 60.8 2,938,347 57.2

 



   
第50期 

（平成18年４月30日） 
第51期 

（平成19年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ．資本金 ※２ 954,798 20.1 ― ―

Ⅱ．資本剰余金    

１．資本準備金  239,000 ― 

２．その他資本剰余金    

（1）資本準備金減少差益  128,714 128,714 ― ― 

資本剰余金合計  367,714 7.7 ― ―

Ⅲ．利益剰余金    

１．当期未処分利益  372,530 ― 

利益剰余金合計  372,530 7.9 ― ―

Ⅳ．その他有価証券評価差額
金 

 166,664 3.5 ― ―

Ⅴ．自己株式 ※６ △1,202 △0.0 ― ―

資本合計  1,860,504 39.2 ― ―

負債及び資本合計  4,750,154 100.0 ― ― 

     
 



   
第50期 

（平成18年４月30日） 
第51期 

（平成19年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）    

Ⅰ．株主資本    

１．資本金  ― ― 1,053,908 20.5

２．資本剰余金    

（1）資本準備金  ― 338,110   

（2）その他資本剰余金  ― 128,714   

資本剰余金合計  ― ― 466,824 9.1

３．利益剰余金    

その他利益剰余金    

繰越利益剰余金  ― 509,406   

利益剰余金合計  ― ― 509,406 9.9

４．自己株式  ― ― △1,202 △0.0

株主資本合計  ― ― 2,028,937 39.5

Ⅱ．評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額
金 

 ― ― 159,173 3.1

評価・換算差額等合計  ― ― 159,173 3.1

Ⅲ．新株予約権  ― ― 11,642 0.2

純資産合計  ― ― 2,199,753 42.8

負債純資産合計  ― ― 5,138,100 100.0

     



②【損益計算書】 

  
第50期 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

第51期 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   

１．商品売上高 5,455,105 6,419,036   

２．製品売上高 2,790,055 2,230,564   

３．不動産賃貸収入 56,651 8,301,812 100.0 9,448 8,659,049 100.0 

Ⅱ 売上原価   

１．商品売上原価   

（1）商品期首たな卸高 188,555 113,516   

（2）当期商品仕入高 4,884,306 5,909,574   

小計 5,072,862 6,023,091   

（3）商品期末たな卸高 113,516 199,539   

商品売上原価 4,959,345 5,823,551   

２．製品売上原価   

（1）製品期首たな卸高 21,411 16,692   

（2）当期製品製造原価 2,461,762 1,951,084   

小計 2,483,174 1,967,777   

（3）製品期末たな卸高 16,692 30,063   

製品売上原価 2,466,481 1,937,714   

３．不動産賃貸費用 20,578 7,446,405 89.7 6,232 7,767,497 89.7

売上総利益 855,407 10.3 891,551 10.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費   

１．役員報酬 82,150 55,168   

２．給料手当 266,171 231,068   

３．賞与 41,951 35,027   

４．賞与引当金繰入額 18,875 19,078   

５．退職給付費用 6,434 4,894   

６．法定福利費 49,415 44,201   

７．租税公課 17,396 14,815   

８．通信費 16,805 15,302   

９．消耗品費 11,303 10,398   

10．旅費交通費 46,978 47,383   

11．賃借料 12,392 10,882   

12．地代家賃 36,577 52,036   

13．減価償却費 19,714 13,744   

14．貸倒引当金繰入額 ― 2,751   

15．研究開発費 ※１ 17,027 8,904   

16．手数料   ― 39,215   

 



   
第50期 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

第51期 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

17．その他  157,971 801,165 9.6 147,450 752,324 8.7

営業利益  54,242 0.7 139,227 1.6

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  369 2,219   

２．受取配当金  5,888 5,756   

３．デリバティブ評価益  39,898 13,828   

４．仕入割引  20,283 17,458   

５．受取報奨金  19,387 ―   

６．賃貸収入  49,372 28,800   

７．積立保険返戻金  ― 11,895   

８．負ののれんの償却額   ― 1,383   

９．その他  16,752 151,952 1.8 11,458 92,800 1.1

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  38,414 23,294   

２．社債利息  6,943 6,231   

３．社債発行費償却  3,100 2,681   

４．為替差損  6,162 2,877   

５．賃貸費用  42,533 24,541   

６．その他  14,796 111,949 1.4 12,505 72,132 0.8

経常利益  94,244 1.1 159,895 1.9

Ⅵ 特別利益    

１．固定資産売却益 ※２ 495,551 12,365   

２．投資有価証券売却益  99,230 999   

３．貸倒引当金戻入益  17,730 2,434   

４．抱合せ株式消滅益  ― 612,512 7.4 37,434 53,234 0.6

Ⅶ 特別損失    

１．減損損失 ※５ 555,260 14,242   

２．固定資産売却損 ※３ 41,407 1,881   

３．固定資産除却損 ※４ 7,330 42   

４．関係会社株式評価損  3,970 ―   

５．会員権売却損  400 128   

６. 役員退職金   ― 10,278   

７．シンジケートローン解
約損 

 ― 4,205   

８．その他   ― 608,369 7.3 1,395 32,173 0.4

税引前当期純利益  98,388 1.2 180,956 2.1

法人税、住民税及び事
業税 

 8,939 8,939 0.1 8,903 8,903 0.1

 



   
第50期 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

第51期 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

当期純利益  89,448 1.1 172,052 2.0

前期繰越利益  283,081 ― 

当期未処分利益  372,530 ― 

     



製造原価明細書 

（脚注） 

不動産賃貸費用明細書 

    
第50期 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

第51期 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費   1,685,226 68.4 1,124,041 56.7 

Ⅱ 労務費 ※１ 235,689 9.5 266,884 13.4 

Ⅲ 経費 ※２ 544,180 22.1 592,928 29.9 

当期総製造費用   2,465,097 100.0 1,983,854 100.0 

期首仕掛品たな卸高   79,477 82,812   

小計   2,544,575 2,066,667   

期末仕掛品たな卸高   82,812 115,300   

他勘定振替高 ※３ ― 282   

当期製品製造原価   2,461,762 1,951,084   

第50期 第51期 

（注） 主な内訳は次のとおりであります。 （注） 主な内訳は次のとおりであります。 

※１ 賞与引当金繰入額 15,285千円

※２ 外注加工費 456,114千円

減価償却費 18,408千円

※３  － － 

   

※１ 賞与引当金繰入額 13,912千円

※２ 外注加工費 485,834千円

減価償却費 14,722千円

※３  他勘定振替高の明細は次のとおりでありま

す。 

      消耗品費へ振替   74千円

広告宣伝費へ振替  208千円

   計 282千円

（原価計算の方法） 

 当社の原価計算は、実際個別原価計算であります。 

（原価計算の方法） 

同左 

    
第50期 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

第51期 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

１ 租税公課   2,369 11.5 385 6.2 

２ 減価償却費   7,182 34.9 778 12.5 

３ 賃借料   1,501 7.3 3,901 62.6 

４ 管理費   5,195 25.3 597 9.6 

５ その他   4,329 21.0 568 9.1 

合計   20,578 100.0 6,232 100.0 



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

株主資本等変動計算書 

第51期（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日） 

 （注）平成18年７月28日の定時株主総会決議における利益処分項目であります。 

    
第50期 

株主総会承認日 
（平成18年７月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   372,530 

Ⅱ 利益処分額   

１．配当金   35,176 35,176 

Ⅲ 次期繰越利益   337,354 

    

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 
その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計 
繰越利益剰
余金 

平成18年４月30日 残高 
（千円） 

954,798 239,000 128,714 367,714 372,530 372,530 △1,202 1,693,840

事業年度中の変動額        

合併による新株の発行 6,110 6,110 6,110    12,220

増資による新株の発行 93,000 93,000 93,000    186,000

剰余金の配当 （注）     △35,176 △35,176   △35,176

当期純利益     172,052 172,052   172,052

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

       

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

99,110 99,110 － 99,110 136,876 136,876 － 335,097

平成19年４月30日 残高 
（千円） 

1,053,908 338,110 128,714 466,824 509,406 509,406 △1,202 2,028,937

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券評価差額
金 

評価・換算差額等合計 

平成18年４月30日 残高 
（千円） 

166,664 166,664 － 1,860,504

事業年度中の変動額    

合併による新株の発行    12,220

増資による新株の発行    186,000

剰余金の配当（注）    △35,176

当期純利益    172,052

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

△7,491 △7,491 11,642 4,151

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△7,491 △7,491 11,642 339,248

平成19年４月30日 残高 
（千円） 

159,173 159,173 11,642 2,199,753



重要な会計方針 

項目 
第50期 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

第51期 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

（1）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

（1）子会社株式及び関連会社株式 

同 左 

  

  

  

（2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

（2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

  

  

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同 左 

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法 

時価法 同 左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品・原材料  先入先出法による原価

法 

同 左 

  製品・仕掛品  個別法による原価法   

  貯蔵品     終仕入原価法による

原価法 

  

４．固定資産の減価償却の方

法 

  

（1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては定額法、賃貸用器具備品につ

いては、賃貸期間を償却年数とし、賃

貸期間満了時の賃貸資産の見積処分価

額を残存価額とする定額法によってお

ります。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物    15～47年 

機械装置   7～15年 

（1）有形固定資産 

旧定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては旧定額法、賃貸用器具備品に

ついては、賃貸期間を償却年数とし、

賃貸期間満了時の賃貸資産の見積処分

価額を残存価額とする定額法によって

おります。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物    15～47年 

機械装置   7～15年 

  

  

（2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用ソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）による定額法 

（2）無形固定資産 

同 左 

  

  

（3）    ───   

  

  

（3）長期前払費用 

    定額法 

 ５．繰延資産の処理方法 

  

（1）社債発行費  

 旧商法の規定する 長期間（３年

間）にわたり均等償却しております  

  

（1）社債発行費  

   支出時に全額費用処理しております。

 



項目 
第50期 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

第51期 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

  

  

（2）      ───   

  

（2）株式交付費 

支出時に全額費用処理しております。

（会計処理の変更）            

 当事業年度より「繰延資産の会計処

理に関する当面の取扱い」（企業会計

基準委員会 平成18年８月11日 実務

対応報告第19号）を適用しておりま

す。            

 これにより経常利益及び税引前当期

純利益が2,360千円減少しておりま

す。 

６. 負ののれんの償却の方

法  

  

 ─── 

  

  ５年間均等償却  

  

７．引当金の計上基準 

  

（1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

（1）貸倒引当金 

同 左 

  

  

（2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるた

め、支給見込額に基づき計上してお

ります。 

（2）賞与引当金 

同 左 

  

  

（3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に充てるため、

当事業年度末における退職給付債務

額及び年金資産額に基づき計上して

おります。 

（3）退職給付引当金 

同 左 

８．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同 左 

９．ヘッジ会計の方法 

  

  

（1）ヘッジ会計の方法 

 ヘッジ会計の特例処理の要件を満

たす金利スワップ 

 特例処理を適用しております。 

（1）ヘッジ会計の方法 

同 左 

  

  

  

  

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

 金利スワップ取引 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同 左 

  

  

ヘッジ対象 

 借入金利 

ヘッジ対象 

同 左 

  

  

（3）ヘッジ方針 

 金利変動リスクに備えキャッシ

ュ・フローを固定する目的でヘッジ

取引を行っております。 

（3）ヘッジ方針 

同 左 

10．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

（1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式

によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同 左 



会計処理の変更 

第50期 
（自 平成17年５月１日 
 至 平成18年４月30日） 

第51期 
（自 平成18年５月１日 
 至 平成19年４月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第6

号）を適用しております。 

これにより税引前当期純利益が200,922千円減少して

おります。 

また、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しており

ます。 

 ─── 

  

  

  

 ─── 

  

  

  

（1） 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

   等 

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。  

  従来の「資本の部」の合計に相当する金額は2,188,110

千円であります。  

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。  

 ─── 

  

  

  

（2） ストック・オプション等に関する会計基準等 

当事業年度から「ストック・オプション等に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企

業会計基準第8号）及び「ストック・オプション等に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 終

改正平成18年５月31日 企業会計基準適用指針第11号）

を適用しております。  

これにより、営業利益が5,512千円、経常利益及び税

引前当期純利益が5,324千円それぞれ減少しておりま

す。  

 ─── 

  

  

  

（3） 企業結合に係る会計基準 

当事業年度より「企業結合に係る会計基準」（企業会

計審議会 平成15年10月31日）及び「事業分離等に係る

会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日 

企業会計基準第７号）並びに「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委

員会 終改正 平成18年12月22日 企業会計基準適用

指針第10号）を適用しております。  

これにより、経常利益が1,383千円増加し、税引前当

期純利益が38,817千円増加しております。  



表示方法の変更 

追加情報 

第50期 
（平成18年４月30日） 

第51期 
（平成19年４月30日） 

（貸借対照表） 

１.「差入保証金」は資産総額の100分の1を超えたため、

当事業年度より区分掲記することとしました。 

   なお、前事業年度は投資その他の資産の「その他」

に40,083千円含まれております。 

（貸借対照表） 

 ─── 

  

  

（損益計算書） 

１. 「デリバティブ評価益」は、営業外収益総額の100分

の10を超えたため、当事業年度より区分掲記するこ

ととしました。 

 なお、前事業年度は営業外収益の「その他」に

1,254千円含まれております。 

（損益計算書） 

１. 「手数料」は、重要性が増したため、当事業年度よ

り区分掲記することとしました。   

  なお、前事業年度は販売費及び一般管理費の「そ

の他」に 26,810千円含まれております。 

２.「受取報奨金」は、営業外収益総額の100分10を超え

たため、当事業年度より区分掲記することとしまし

た。 

なお、前事業年度は営業外収益の「その他」に

6,773千円含まれております。 

２.「積立保険返戻金」は、営業外収益総額の100分の10

を超えたため、当事業年度より区分掲記することと

しました。 

 なお、前事業年度は営業外収益の「その他」に

922千円含まれております。  

第50期 
（平成18年４月30日） 

第51期 
（平成19年４月30日） 

─── （売上高の集計方法） 

 従来、製品売上に付随する商品売上高の一部について

は、製品売上高として計上しておりましたが、重要性が

増したため、当事業年度より集計方法を見直し、商品売

上高として計上することと致しました。 

 これにより、従来の方法によった場合と比較して、製

品売上高が318,886千円減少し、商品売上高が同額増加

し、製品売上原価が295,051千円減少し、商品売上原価が

同額増加しております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

第50期 
（平成18年４月30日） 

第51期 
（平成19年４月30日） 

※１ （1）担保提供資産 ※１ （1）担保提供資産 

預金 50,000千円

建物 179,685千円

土地 352,351千円

投資有価証券 39,380千円

計 621,417千円

建物 127,193千円

土地 283,578千円

計 410,771千円

対応債務 対応債務 

短期借入金 495,000千円

一年内返済予定長期借入金 124,000千円

長期借入金 576,000千円

計 1,195,000千円

一年内返済予定長期借入金 124,000千円

長期借入金 452,000千円

計 576,000千円

（2）取引保証金の代用として差入れている資産 （2）取引保証金の代用として差入れている資産 

預金 100,000千円

投資有価証券 77,000千円

計 177,000千円

預金 100,000千円

投資有価証券 81,000千円

計 181,000千円

※２ 授権株式数     普通株式 11,000,000株

発行済株式総数   普通株式 3,518,321株

※２    ───  

   

 ３ 受取手形裏書譲渡高 607,738千円  ３ 受取手形裏書譲渡高 660,548千円

※４ 期末日満期手形の処理 

期末日満期手形の会計処理は手形交換日をもって

決済処理しています。 

なお、当期末日が金融機関の休日であったた

め、次の期末日満期手形が期末残高に含まれてお

ります。 

※４ 期末日満期手形の処理 

期末日満期手形の会計処理は手形交換日をもって

決済処理しています。 

なお、当期末日が金融機関の休日であったた

め、次の期末日満期手形が期末残高に含まれてお

ります。 

受取手形 48,999千円

受取手形裏書譲渡高 40,728千円

受取手形 41,148千円

受取手形裏書譲渡高 104,700千円

※５ 関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。 

※５ 関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。 

売掛金 38,082千円 社債 1,000,000千円

※６ 自己株式      普通株式 721株 ※６    ───  

７ 配当制限 

  旧商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は152,836

千円であります。 

７    ───  

  



（損益計算書関係） 

第50期 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

第51期 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

※１ 研究開発費の総額 ※１ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 17,027千円 一般管理費に含まれる研究開発費 8,904千円

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。 

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。 

建物 204,043千円 

構築物 1,350千円 

工具器具備品 205千円 

土地 289,952千円 

  計 495,551千円 

建物 5,208千円 

車輌運搬具 115千円 

工具器具備品 6,856千円 

土地 185千円 

  計 12,365千円 

※３ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

※３ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

土地 41,407千円 

  計 41,407千円 

土地 1,881千円 

  計 1,881千円 

※４ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

※４ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

建物 115千円 

構築物 81千円 

機械装置 1,054千円 

車輌運搬具 277千円 

工具器具備品 5,801千円 

  計 7,330千円 

車輌運搬具 42千円 

  計 42千円 

※５ 減損損失 

当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上し

ました。 

※５ 減損損失 

当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上し

ました。 

用途 種類 場所 

電子制御機
器製造設備 

土地及び 
建物 

岐阜県土岐市 

賃貸不動産
計５件 

土地及び建
物ほか 

東京都練馬区 
名古屋市 

用途 種類 場所 

処分予定資
産 

土地 
  

岐阜県土岐市 

（資産のグルーピングの方法） 

当社は、主に各事業所を単位として資産のグルーピング

を行っております。 

（減損損失の認識に至った経緯） 

土地の取得価額に対する時価の著しい下落により、減損

損失を認識しました。 

（資産のグルーピングの方法） 

当社は、主に各事業所を単位として資産のグルーピング

を行っております。 

（減損損失の認識に至った経緯） 

周辺地価の継続的な下落により、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として認識しまし

た。 

（減損損失の金額） 

減損損失の内訳は、土地418,463千円、建物136,250千円

及び構築物546千円であります。 

（回収可能価額の算定方法） 

回収可能価額は、正味売却価額及び使用価値により測定

しております。正味売却価額は不動産鑑定基準に基づく

鑑定評価額を使用しております。また、使用価値算定に

当たって使用した割引率は、賃貸不動産ごとに6.4％～

9.4％となっております。 

（減損損失の金額） 

減損損失の内訳は、土地 14,242千円であります。 

  

（回収可能価額の算定方法） 

回収可能価額は、正味売却価額により測定しておりま

す。正味売却価額は路線価及び近隣売買事例を勘案した

合理的な見積額を使用しております。 



（株主資本等変動計算書関係） 

第51期（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（リース取引関係） 

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式 0 ― ― 0 

合計 0 ― ― 0 

第50期 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

第51期 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

車輌運搬具 4,470 1,192 3,278 

工具器具備品 99,948 36,718 63,229 

ソフトウエア 5,766 4,036 1,729 

合計 110,184 41,946 68,237 

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

車輌運搬具 4,470 2,086 2,384

工具器具備品 － － －

ソフトウエア 5,766 5,189 576

合計 10,236 7,275 2,960

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。 

 （注） 同左 

（2）未経過リース料期末残高相当額 （2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 22,036千円 

１年超 46,200千円 

合 計 68,237千円 

１年内 1,470千円 

１年超 1,490千円 

合 計 2,960千円 

 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

 （注） 同左 

（3）支払リース料及び減価償却費相当額 （3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 21,945千円 

減価償却費相当額 21,945千円 

支払リース料 15,373千円 

減価償却費相当額 15,373千円 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

 ２．オペレーティング・リース取引（借主側） 

          ─── 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

 ２．オペレーティング・リース取引（借主側） 

  未経過リース料 

１年内 1,562千円 

１年超 3,740千円 

合 計 5,303千円 



第50期 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

第51期 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

 ３．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの 

 以外のファイナンス・リース取引(貸主側) 

 ３．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの 

 以外のファイナンス・リース取引(貸主側) 

（1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高 

（1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高 

 
取得価額 

（千円） 

減価償却累
計額 

（千円） 

期末残高 
（千円）

工具器具備品 211,777 106,118 105,659 

合  計 211,777 106,118 105,659 

 
取得価額 

（千円）

減価償却累
計額 

（千円） 

期末残高 
（千円）

工具器具備品 － － －

合  計 － － －

（2）未経過リース料期末残高相当額 （2）未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 内     49,372千円 

１ 年 超     72,218千円 

合  計     121,590千円 

１ 年 内     － 

１ 年 超     － 

合  計     － 

    (注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高及び見積残存価額の残高の合

計額が、営業債権の期末残高等に占める割合

が低いため、受取利子込み法により算定して

おります。 

    (注) 同左 

（3）受取リース料及び減価償却費 （3）受取リース料及び減価償却費 

 受取リース料     49,372千円 

減価償却費     42,533千円 

 受取リース料     28,800千円 

減価償却費     24,541千円 



（有価証券関係） 

第50期（平成18年４月30日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

第51期（平成19年４月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注） 当期において、有価証券について、1,078千円の減損処理を行なっております。 

減損処理にあたっては、期末における時価の簿価に対する下落率が50％以上の銘柄について、一律減損処理して

おります。 

下落率30％以上50％未満の銘柄については、過去一定期間の時価の推移等を考慮の上、時価の回復可能性が認め

られないと判断される銘柄を減損処理しております。 

 ２．当事業年度中に売却したその他有価証券 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  区分 

当事業年度（平成19年４月30日） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額 

（千円） 
差額（千円） 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

るもの 

株式 88,528 316,370 227,841 

        

        

小計 88,528 316,370 227,841 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

ないもの 

株式 1,302 1,302 ― 

        

        

小計 1,302 1,302 ― 

合計 89,830 317,672 227,841 

当事業年度 
（自平成18年５月１日 至平成19年４月30日） 

売却額（千円） 
売却益の合計額 

（千円） 
売却損の合計額 

（千円） 

1,000 999 ― 

  
当事業年度（平成19年４月30日） 

貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式及び関連会社株式   

関連会社株式 1,174 

その他有価証券   

非上場株式 15,957 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

   ２．取引の時価等に関する事項 

   デリバティブ取引の契約類等、時価及び評価損益 

(1)通貨関連 

        当期中に通貨スワップにかかる契約を解約しており、当期末においては残高はありません。     

(2)金利関連 

  金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いており 

 ます。 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度を採用しており、平成２年４月1日より従業員退職金

の全額を移行しております。 

２．退職給付債務及びその内訳 

（注）退職給付債務については、当社退職年金規程に基づく自己都合期末要支給額及び年金財政計算上の責 

   任準備金により算定しております。 

３．退職給付費用の内訳 

当事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

当社は為替変動によるリスク、金利変動によるリスク

を軽減する目的で、通貨スワップ取引及び金利スワップ

取引を利用しており、トレーディング目的のデリバティ

ブ取引は利用しておりません。なお、金利スワップ取引

については、借入金利をヘッジ対象として金利変動リス

クに備えキャッシュフローを固定する目的でヘッジ取引

として行っており、ヘッジ会計の特例処理を適用してお

ります。 

 取引に係るリスクとしては、通貨スワップ取引は為替

相場の変動によるリスクを、金利スワップ取引は市場金

利の変動によるリスクを有しております。なおこれらの

取引先は信用度の高い金融機関であり、取引先の解約不

履行に伴う信用リスクはないと判断しております。 

 取引の実行及び管理は、管理部の相互索制と監査によ

り行っております。 

  
当事業年度 

（平成19年４月30日） 

（1）退職給付債務（千円） △140,792 

（2）年金資産（千円） 85,950 

（3）退職給付引当金（千円） （1）＋（2） △54,842 

  
当事業年度 

（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

退職給付費用（千円） 9,784 

勤務費用（千円） 9,784 



（税効果会計関係） 

第50期 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

第51期 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 平成18年４月30日現在

賞与引当金 13,835千円

退職給付引当金 24,241千円

投資有価証券 24,012千円

会員権 25,946千円

繰越欠損金 202,000千円

たな卸資産 15,694千円

減損損失 81,239千円

その他 41,251千円

繰延税金資産小計 428,220千円

評価性引当額 △428,220千円

繰延税金資産合計 ― 千円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 73,767千円

繰延税金資産の純額 △73,767千円

繰延税金資産 平成19年４月30日現在

賞与引当金 13,360千円

退職給付引当金 22,211千円

投資有価証券 24,043千円

会員権 17,111千円

繰越欠損金 177,376千円

たな卸資産 8,582千円

減損損失 68,513千円

その他 48,233千円

繰延税金資産小計 379,434千円

評価性引当額 △379,434千円

繰延税金資産合計 ― 千円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 68,668千円

繰延税金資産の純額 △68,668千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

法定実効税率 40.5％

交際費等永久に損金に算入

されない項目 5.6％

住民税均等割等 9.1％

評価性引当額 △45.6％

その他 △0.5％

税効果会計適用後の法人税

等の負担率 
9.1％

法定実効税率 40.5％

交際費等永久に損金に算入

されない項目 2.3％

住民税均等割等 4.8％

評価性引当額 △31.3％

抱合せ株式消滅益         △8.4％

その他 △3.0％

税効果会計適用後の法人税

等の負担率 
4.9％



（企業結合等関係） 

     当社は平成18年11月14日開催の取締役会において下記のとおり合併を決議し、平成19年１月１日付で合併いたしま 

   した。 

   １．結合当事企業の名称 

       1) アイティピクチャー株式会社 

       2) 株式会社ダイトー・マルチ・プランニング 

   ２．事業内容  

       1) アイティピクチャー株式会社            マザーボードの販売及び関連ユニット製品の製造販売 

       2) 株式会社ダイトー・マルチ・プランニング   不動産賃貸事業  

   ３．企業結合の法的形式   

         当社を存続会社とする吸収合併方式（会社法第796条３項に定める簡易合併）とし、被合併会社は解散いたしま

       す。 

   ４．合併後企業の名称  

        ダイトーエムイー株式会社 

   ５．取引の概要 

         効率的な事業を展開するため現在のグループ体制の再構築を図るとともに、戦略的な経営を推進することを目 

       的としております。 

   ６. 実施する会計処理の概要 

        「企業結合に係る会計基準」（「企業結合に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平成15年10

       月31日）） 三 企業結合に係る会計基準 ４ 共通支配下の取引等の会計処理を適用しております。 



（１株当たり情報） 

（注）① １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

② １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

第50期 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

第51期 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 528円91銭

１株当たり当期純利益 25円42銭

１株当たり純資産額 554円38銭

１株当たり当期純利益 48円18銭

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益 

29円83銭

  
前事業年度 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

１株当たり当期純利益     

当期純利益（千円） 89,448 172,052 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益（千円） 89,448 172,052 

普通株式の期中平均株式数（千株） 3,517 3,571 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

当期純利益調整額（千円） ― ― 

普通株式増加数（千株） ― 2,197 

（うち新株予約権付社債） （―）    （2,162） 

（うち第１回新株予約権） （―）    （  15） 

（うち第２回新株予約権） （―）    （   19） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

― ― 

  
前事業年度 

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

純資産の部の合計額（千円） ― 2,199,753 

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円） 
― 11,642 

（うち新株予約権） （―）         （11,642） 

 普通株式に係る期末の純資産額（千円） ― 2,188,110 

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（千株） 
― 3,946 



（重要な後発事象） 

第50期（平成18年４月30日現在） 

（1）経営支援ファンドとの資本提携 

平成18年5月26日開催の取締役会におきまして、当社が長年続けてまいりました創業家一族による経営を一新し、企

業価値向上に向けた効率的経営手法、時代の要請に則したガバナンス経営を基本とし、今後積極的な事業展開を行うこ

とを目的とした新経営体制の構築及び財務基盤の拡充を行うため、株式会社インキュベート・パートナーズ（本社：東

京都港区 代表：鈴木広美、以下ＩＰ）が運営するインキュベート・パートナーズ１号投資事業有限責任組合（以下Ｉ

Ｐ経営支援ファンド）と資本提携を行いました。 

① 資本提携の概要及び目的 

ＩＰが運営するＩＰ経営支援ファンドが、当社が発行する第１回無担保転換社債型新株予約権付社債10億円を、平

成18年6月13日を払込期日として全額の割当てを受けるとともに、当社がＩＰからの具体的な経営支援を受けなが

ら、当社の新経営体制の構築を推進するものであります。また、同取締役会において、今後の新経営体制において中

心となる幹部職員を対象に、当社が発行する新株予約権7,668千円を発行し、当該幹部職員が平成18年6月13日を払込

期日として全額の割当てを受けることを通じて、役職員が一丸となって経営革新を行っていくことを決定いたしまし

た。 

当社は創業以来50余年にわたり、創業家一族による経営を行ってまいりました。過去におきましては、強いオーナ

ーシップのもと、順調に企業拡大を図ってまいりましたが、近年は経営成績の伸びに陰りが見え、株価も低迷した状

況が続いております。また一方では、収益力に比して借入金が多い状態が続いており、財務基盤拡充の必要性があり

ました。そうしたなか、当社代表取締役社長 川口三夫は、後進である若手経営者に道を譲り、当社の経営体制を変

革し、時代の要請に則した経営体制・財務基盤を構築することが、当社の株主・役職員・顧客にとって、 善の方法

であることを決断し、新たな経営体制の検討を行ってきたものであります。そのなかで、１）後進若手経営者を中心

とした当社の経営方針への合意、２）経営戦略・財務戦略を中心とした、今後当社が必要となる機能へのスタッフの

派遣を含めた協業に関する合意、３）財務基盤拡充への対応に関する合意、が得られたことから資本提携を行いまし

た。 

② 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行 

当社は、平成18年5月26日に開催の取締役会の決議に基づいて、第１回無担保転換社債型新株予約権付社債を発行

いたしました。 

なお、資金調達の目的は、財務体質の強化資金及び新規事業資金に充当する予定です。 

社債発行要綱は以下のとおりであります。 

 1. 社債総額       10億円 

2. 各社債の金額     1億円の1種 

3. 利率         無利息 

4. 払込金額       額面100円につき100円 

5. 償還価額       額面100円につき100円 

6. 払込期日       平成18年6月13日 

7. 償還の方法及び期限  平成21年6月12日にその総額を額面100円につき100円で償還する。 

8. 物上担保・保証の有無 物上担保及び保証は付されていない。 

9. 新株予約権に関する事項 

（1） 社債に付された新株予約権の数  各社債に1個、合計10個 

（2） 新株予約権の発行無価額      無償 

 （3） 新株予約権の割当日        平成18年6月13日 

 （4） 目的となる株式の種類      普通株式 

 （5） 目的となる株式の数 

    行使に係る本社債の償還価額の総額を、下記に記載の転換価額で除して得られる 大整数（1株未満の端数

が生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。) 

  （6） 行使に係る転換価額  408円 ただし当社株式数に変更が有る場合は下記の転換価額調整式により転換価 

 額を調整する。 



  （7） 転換価額調整式 

 （8） 新株予約権行使に際して出資の目的とされる財産及びその価額 

本新株予約権１個の行使に際してする出資の目的は、当該本新株予約権に係る本社債とし、当該本社債の価

額は、当該本社債の償還価額と同額とする。 

（9） 新株予約権の行使期間      平成18年6月14日から平成21年6月11日まで 

（10） その他の新株予約権の行使条件  各新株予約権の一部行使はできない。 

（11） 新株の配当基準日 

基準日以前に新株予約権の行使により交付された株式は、当該基準日において発行済の他の当社普通株式と

同様に取り扱う。 

（12） 新株予約権行使により株式を発行する場合の資本金及び資本準備金 

   資本等増加額の2分の1を資本金（1円未満の端数が生ずる場合は、その端数は切り上げる。）とし、残額を 

 資本準備金とする。 

③ 第１回新株予約権の発行 

平成18年5月26日に開催した取締役会の決議に基づいて、第１回新株予約権を発行いたしました。 

なお、資金調達の目的は、財務体質の強化資金及び新規事業資金に充当する予定です。 

新株予約権発行要綱は以下のとおりであります。 

   1. 新株予約権の総数        284個 

   2. 新株予約権の発行価額      新株予約権1個当たり  27,000円 

   3. 新株予約権の発行総額      7,668,000円 

   4. 新株予約権の申込期日      平成18年6月13日 

   5. 募集の方法            第三者割当ての方法により当社の取締役ら計11名に割当てる。 

   6. 目的となる株式の種類      普通株式 

7. 目的となる株式の数 

 新株予約権1個の行使により当社が新たに発行または自己株式の処分する数は、408,000円を下記に記載の行使価

額で除して得られる 大整数（1株未満の端数が生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。） 

  8. 新株予約権の行使価額      408円 ただし、新株予約権発行後、当社株式数に変更が有る場合は下記の

行使価額調整式により行使価額を調整する。 

 9. 行使価額調整式 

10. 本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額 

本新株予約権１個の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、行使価額に交付株式数を乗じた額と

する。 

  11. 新株予約権の行使期間      平成18年6月14日から平成20年6月11日まで 

12. その他の新株予約権の行使条件  各新株予約権の一部行使はできない。 

13. 新株予約権の譲渡制限 新株予約権の譲渡については当社取締役会の決議による承認を要する。 

14. 新株の配当基準日 

基準日以前に新株予約権の行使により交付された株式は、当該基準日において発行済の他の当社普通株式と同様

に取り扱う。 

15. 新株予約権行使により株式を発行する場合の資本金及び資本準備金 

 資本等増加額の2分の1を資本金(1円未満の端数が生ずる場合は、その端数は切り上げる。)とし、残額を資本準

備金とする。 

（2） 第2回新株予約権の発行 

当社は、平成18年6月30日開催の取締役会及び平成18年7月28日開催の第50回定時株主総会の決議により、会社法第

236条、第238条及び239条の規程に基づき、第2回新株予約権を発行し、当社及び当社子会社の取締役及び従業員に対

して、ストック・オプションとして新株予約権の付与を行っております。 

  
既発行株式数＋

交付株式数×１株当たりの払込金額 

調整後転換価額＝調整前転換価額× 
時    価 

既発行株式数 ＋ 交付株式数 

  
既発行株式数＋

交付株式数×１株当たりの払込金額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
時    価 

既発行株式数 ＋ 交付株式数 



新株予約権発行要綱は以下のとおりであります。 

1. 新株予約権の総数     384個 （うち、取締役に対する割当分107個） 

   2. 新株予約権の発行価額   無償 

   3. 目的となる株式の種類   普通株式 

4. 目的となる株式の数    384,000株 （うち、取締役に対する割当分107,000株） 

  5. 新株予約権の行使価額    

   新株予約権の割当日の前日におけるジャスダック証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値と

する。ただし、当社株式数に変更がある場合は下記の行使価額調整式により行使価額を調整する。 

 6. 行使価額調整式 

   7. 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

新株予約権の行使に際して出資をなすべき１株当たりの額（行使価額）に付与株式数を乗じた金額とする。 

8. 新株予約権の行使期間   平成20年7月28日から平成24年7月28日まで 

9. 新株予約権の譲渡制限   新株予約権の譲渡については当社取締役会の決議による承認を要する。 

10. その他の新株予約権の行使条件 

 新株予約権の行使時においても当社または当社の子会社の取締役または従業員の地位にあることを要する。ただ

し、当社の取締役会の決議により承認を受けた場合には、この限りではない。 

11. 新株予約権行使により株式を発行する場合の資本金及び資本準備金 

 資本等増加額の2分の1を資本金（1円未満の端数が生ずる場合は、その端数は切り上げる。）とし、残額を資本

準備金とする。 

第51期（平成19年４月30日現在） 

該当事項はありません。 

  
既発行株式数＋

交付株式数×１株当たりの払込金額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
時    価 

既発行株式数 ＋ 交付株式数 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【有形固定資産等明細表】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

愛知電機株式会社 390,000 157,950 

株式会社東芝 50,000 44,850 

古河電気工業株式会社 50,000 36,800 

株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ 22 28,675 

富士機械製造株式会社 4,900 11,074 

株式会社愛工機器製作所 20,000 10,000 

新東工業株式会社 5,000 8,535 

コーセル株式会社 4,000 8,260 

豊和工業株式会社 40,000 6,440 

東海東京証券株式会社 9,000 5,859 

他 10銘柄 19,410 15,186 

計 592,332 333,629 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 735,204 885 38,388 697,701 391,781 18,015 305,920 

構築物 38,191 － 2,488 35,703 31,188 658 4,514 

機械装置 81,767 － － 81,767 73,083 1,393 8,683 

車輌運搬具 17,251 － 3,542 13,708 12,726 448 982 

工具器具備品 173,834 2,879 111,829 64,884 54,195 20,812 10,688 

土地 412,031 － 
21,957 

(14,242)
390,073 － － 390,073 

建設仮勘定 － 2,728 － 2,728 － － 2,728 

有形固定資産計 1,458,280 6,493 
178,206 

(14,242)
1,286,567 562,976 41,328 723,591 

無形固定資産               

ソフトウェア 35,868 1,255 4,192 32,931 17,387 6,742 15,544 

電話加入権 4,716 74 － 4,791 － － 4,791 

ソフトウエア仮勘定 － 24,806 － 24,806 － － 24,806 

無形固定資産計 40,584 26,136 4,192 62,529 17,387 6,742 45,142 

 長期前払費用 10,642 240 9,481 1,382 964 278 418 



（注）１．当期減少額欄の（ ）内は内書きで減損損失の金額であります。 

２. 平成19年１月１日付でアイティピクチャー株式会社と株式会社ダイトー・マルチ・プランニングを合併したこ

とによる増加額は以下のとおりであります。 

 建物    ：                             885千円 

 工具器具備品：                             372千円 

 電話加入権 ：                              74千円 

      ３. 当期減少額の主な内容 

            工具器具備品 : 売却     自動販売機 （リース用資産）            111,829千円 

【引当金明細表】 

（注）貸倒引当金の当期減少額のその他2,434千円は、一般債権に対して貸倒実績率に基づき算定した額の洗替えが900千

円、債権の回収によるものが1,534千円であります。 

【社債明細表】 

 （注）１．（ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。 

    ２．新株予約権付社債に関する記載は次のとおりであります。 

（注）なお、新株引受権を行使しようとする者の請求があるときは、その新株予約権が付せられた社債の全額

の償還に換えて、新株予約権行使に際して払込をなすべき額の全額の払込があったものとします。 

３．決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 44,953 2,751 156 2,434 45,114 

賞与引当金 34,160 32,990 34,160 － 32,990 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率（％） 担保 償還期限 

ダイトーエムイー

株式会社 
第８回無担保社債 

平成13年 

９月25日 

(－) 

500,000 

(－) 

500,000 
1.25 無担保 

平成20年 

９月25日 

ダイトーエムイー

株式会社 

第１回無担保転換社債型新

株予約権付社債 （注）2 

平成18年 

６月13日 

(－) 

－ 

  (－) 

1,000,000 
－ 無担保 

平成21年 

６月12日 

合計 － － 
(－) 

500,000 

(－) 

1,500,000 
－ － － 

銘柄 第１回 

発行すべき株式    普通株式 

新株予約権の発行価額 （円）    無償 

株式の発行価格 （円） 408 

発行価額の総額 （千円）        1,000,000 

新株予約権の行使により発行した株

式の発行価額の総額（千円） 
       － 

新株予約権の付与割合 （％）        100 

新株予約権の行使期間 

  

自 平成18年６月14日 

至 平成21年６月11日 

１年以内（千円） 
１年超２年以下 

（千円） 
２年超３年以下 

（千円） 
３年超４年以下 

（千円） 
４年超５年以下 

（千円） 

－   500,000     1,000,000 －  － 



【借入金等明細表】 

 （注） １. 平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

    ２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりです。 

  

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 495,000 － － － 

１年以内に返済予定の長期借入金 224,000 124,000 2.49 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 776,000 452,000 2.43 平成20年～25年 

その他の有利子負債 － － － －  

合計 1,495,000 576,000     － － 

  
１年超２年以内 

（千円） 
２年超３年以内 

（千円） 
３年超４年以内 

（千円） 
４年超５年以内 

（千円） 

長期借入金 104,000 84,000 84,000 84,000 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産 

(イ）現金及び預金 

(ロ)受取手形 

(ハ)売掛金 

(a）相手先別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 1,321 

預金の種類   

当座預金 130,038 

普通預金 166,032 

定期預金 702,674 

外貨預金 414 

別段預金 539 

小計 999,701 

合計 1,001,022 

相手先別内訳 期日別内訳 

相手先 金額（千円） 期日別 金額（千円） 

株式会社豊田自動織機 278,565 平成19年４月 41,148 

オークマ株式会社 115,582 ５月 191,272 

愛知電機株式会社 82,128 ６月 110,951 

長野愛知電機株式会社 47,968 ７月 314,642 

株式会社サムス 32,521 ８月 151,420 

    ９月 55,274 

その他 312,784 10月 4,839 

合計 869,549 合計 869,549 

相手先 金額（千円） 

株式会社豊田自動織機 126,853 

ファナック株式会社 117,650 

株式会社ジェイテクト 84,639 

オークマ株式会社 84,440 

株式会社アイ・エム・エス 83,204 

その他 1,213,401 

合計 1,710,189 



(b)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。

(ニ)商品 

(ホ)製品 

(ヘ)仕掛品 

(ト)貯蔵品 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
────── 

365 

1,802,861 9,082,081 9,174,752 1,710,189 84.3 70.6 

区分 金額（千円） 

電子機器 89,128 

電子部材 110,411 

合計 199,539 

区分 金額（千円） 

電子モジュール製品 6,779 

制御システム製品 2,440 

 電子機器製品 20,843 

合計 30,063 

区分 金額（千円） 

電子モジュール製品 3,289 

制御システム製品 40,175 

電子機器製品 71,835 

合計 115,300 

区分 金額（千円） 

消耗品他 613 

合計 613 



② 負債 

(イ）買掛金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

東芝機械株式会社 102,798 

 愛知電機株式会社 51,591 

 タイコエレクトロニクスイーシー株式会社 37,331 

ＬＳＩクーラー株式会社 23,612 

株式会社東芝 21,541 

その他 359,676 

合計 596,551 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 単元未満株式についての権利 

 当社の株主（実質株主を含む。）は、その有する単元未満株式について次の権利以外の権利を行使することはで

きない。 

   （1） 会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

      （2） 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

（3） 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

事業年度 ５月１日から４月30日まで 

定時株主総会 ７月中 

基準日 ４月30日 

株券の種類 1,000株券 10,000株券 

剰余金の配当の基準日 
10月31日 

        ４月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

株券喪失登録手数料 
喪失登録申請 １件につき  10,500円(消費税を含む) 

喪失登録株券 １枚につき    525円(消費税を含む) 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

買取手数料 無料 

公告掲載方法 

電子公告 公告掲載 http://www.daito-me.com 

   ただし電子公告によることができない事故、その他やむを得ない 

   事由が生じた時には、日本経済新聞に掲載して行う。 

株主に対する特典 ありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第50期）（自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日）平成18年７月28日東海財務局長に提出 

  

  (2) 半期報告書 

事業年度（第51期中）（自 平成18年５月１日 至 平成18年10月31日）平成19年１月26日東海財務局長に提出

  

(3) 臨時報告書 

平成18年５月26日東海財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の

規定に基づき提出するものであります。 

  

平成18年８月25日東海財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（募集に該当しな

いこととなる新株予約権証券の取得の申込み）の規定に基づき提出するものであります。 

  

平成19年３月22日東海財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の

規定に基づき提出するものであります。 

  

(4) 有価証券届出書及びその添付書類 

  平成18年５月26日東海財務局長に提出 

  新規発行新株予約権証券の募集に当たり提出するものであります。 

  

  平成18年５月26日東海財務局長に提出 

  新規発行新株予約権付社債の募集に当たり提出するものであります。 

  

  平成19年２月26日東海財務局長に提出 

  新規発行株式の募集に当たり提出するものであります。 

  

(5) 有価証券報告書の訂正報告書 

  平成18年12月25日東海財務局長に提出 

事業年度（第47期） （自 平成14年５月１日 至 平成15年４月30日）の有価証券報告書に係る訂正報告書で

あります。 

事業年度（第48期） （自 平成15年５月１日 至 平成16年４月30日）の有価証券報告書に係る訂正報告書で

あります。 

事業年度（第49期） （自 平成16年５月１日 至 平成17年４月30日）の有価証券報告書に係る訂正報告書で

あります。 

事業年度（第50期） （自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日）の有価証券報告書に係る訂正報告書で

あります。 

  

(6) 半期報告書の訂正報告書 

  平成18年12月25日東海財務局長に提出 

  （第48期中） （自 平成15年５月１日 至 平成15年10月31日）の半期報告書に係る訂正報告書であります。

  （第49期中） （自 平成16年５月１日 至 平成16年10月31日）の半期報告書に係る訂正報告書であります。

  （第50期中） （自 平成17年５月１日 至 平成17年10月31日）の半期報告書に係る訂正報告書であります。

  

(7) 有価証券届出書の訂正届出書 



  平成18年６月7日東海財務局長に提出 

  平成18年５月26日提出の有価証券届出書（新規発行新株予約権証券の募集)に係る訂正届出書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成18年７月28日

ダイトーエムイー株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているダイトーエムイー株

式会社の平成17年５月１日から平成18年４月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ダイトーエムイ

ー株式会社及び連結子会社の平成18年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 １．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度から固定資産の減損

に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年５月26日開催の取締役会において、経営支援ファンドとの資本提携

を決議し、同決議に基づき平成18年６月13日に第１回無担保転換社債型新株予約権付社債及び第１回新株予約権を発行した。 

 ３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年６月30日開催の取締役会において、第２回新株予約権の発行を決議

し、平成18年７月28日開催の定時株主総会決議に基づき第２回新株予約権を発行した。 
  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以  上 
  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 内 和 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柏 木 勝 広 

      



独立監査人の監査報告書 

  平成19年７月27日 

ダイトーエムイー株式会社  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 秦   博 文  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 所   直 好  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 杉 原 弘 恭  印 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているダイ

トーエムイー株式会社の平成18年5月1日から平成19年4月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結損

益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。こ

の連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査

を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

ダイトーエムイー株式会社及び連結子会社の平成19年4月30日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

 以  上 

 （※） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社

が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成18年７月28日

ダイトーエムイー株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているダイトーエムイー株

式会社の平成17年５月１日から平成18年４月30日までの第50期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分

計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ダイトーエムイー株

式会社の平成18年４月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

追記情報 

 １．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会

計基準により財務諸表を作成している。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年５月26日開催の取締役会において、経営支援ファンドとの資本提携

を決議し、同決議に基づき平成18年６月13日に第１回無担保転換社債型新株予約権付社債及び第１回新株予約権を発行した。 

 ３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年６月30日開催の取締役会において、第２回新株予約権の発行を決議

し、平成18年７月28日開催の定時株主総会決議に基づき第２回新株予約権を発行した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 内 和 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柏 木 勝 広 

      



独立監査人の監査報告書 

  平成19年７月27日 

ダイトーエムイー株式会社  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 秦   博 文  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 所   直 好  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 杉 原 弘 恭  印 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているダイ

トーエムイー株式会社の平成18年5月1日から平成19年4月30日までの第51期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ダイト

ーエムイー株式会社の平成19年4月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、企業結合に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により財務

諸表を作成している。  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

 以  上 

 （※） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社

が別途保管しております。 
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